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Ⅰ 労働基準法について

２ 賃金とは（第1１条）

（１）賃金とは、名称の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべての
ものをいいます。

（２）就業規則などであらかじめ支給条件が明確に定められている賞与や退職金なども賃金

に含まれます。

労働者性の判断を補強する要素 事業者性の有無 専属性の程度

労働者性の

判断基準

労務提供の形態が

指揮監督下の労働

であること

報酬が労務の対償

として支払われて

いること

仕事の依頼、業務従事の指⽰等に対し諾否の

自由があるかどうか

業務遂⾏上の指揮監督の有無

報酬の性格が、使用者の指揮監督の下に一定

時間労務を提供していることへの対価と

判断されるかどうか

≪≪ １１．．総総 則則 ≫≫

1

（１）労働基準法は、事業の種類を問わず、基本的にはすべての事業に適用されます。
ただし、労働基準法の一部の条文に業種で適用が異なるものや、適用除外などの
規定が定められています。

（２）事業とは、業として継続的に行われているものをいい、業として継続的に行われ
ていれば、営利を目的としない社会事業団体、宗教団体等も事業に当たります。
なお、同居の親族のみを使用する事業には、労働基準法は適用されません。

（３）労働基準法の適用単位は、工場、支店等、場所的観念等で区分される事業単位と
なります。

（４）労働基準法が適用される労働者とは、
①職業の種類を問わず、
②事業または事務所に使用され、
③賃金を支払われる者
をいいます。

１ 事業と労働者の定義について（別表第１、第９条）

委託・請負契約であっても、上記の様な実態から労働者と判断されれば、労働基準法の適用を受け

ることになります。

注注
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(例１) 賃金締切日：毎月２０日 平均賃金算定事由発生日：６月１０日

５月分(4/21～5/20)賃金：基本給20万円、通勤手当1万円
４月分(3/21～4/20)賃金：基本給20万円、通勤手当1万円、残業手当2万円
３月分(2/21～3/20)賃金：基本給20万円、通勤手当1万円、残業手当1万円

の場合は次のとおりです。

平均賃金＝(21万円＋23万円＋22万円)÷(30日＋31日＋28日)≒7,415円73銭

(例２) 賃金締切日：毎月２５日(日給８千円、通勤手当１日４００円)

平均賃金算定事由発生日：２月５日

1月分(12/26～1/25 労働日数15日) 賃金：基本給12万円、通勤手当6千円
12月分(11/26～12/25 労働日数5日) 賃金：基本給 4万円、通勤手当2千円
11月分(10/26～11/25 労働日数15日) 賃金：基本給12万円、通勤手当6千円

の場合は次のとおりです。

①原則による計算
(12万6千円＋4万2千円＋12万6千円)÷(31日＋30日＋31日)≒3,195円65銭

②最低保障による計算
(12万6千円＋4万2千円＋12万6千円)÷(15日＋5日＋15日)×0.6＝5,040円

①と②を比較すると②の方が高いので、この場合の平均賃金は5,040円になります。

②最低保障
賃金の一部又は全部が日給制、時間給制又は出来高給制の場合は、平均賃金を算定
すべき事由の発生した日以前３か月間に、その労働者に対し支払われた当該賃金の
総額を、その期間の労働日数で除した金額の６０％が最低保障となります。

※平均賃金の原則により計算した金額を最低保障が上回る場合は、最低保障金額が平
均賃金となります。

③端数処理
一日分の平均賃金の算定で、銭位未満の端数が生じたときは、銭位未満の端数を切
り捨てます。

（２）平均賃金を使用する主なケース
①解解雇雇予予告告手手当当 (労働基準法第20条)

やむをえず労働者を解雇しようとする場合は、少なくとも30日以上前に予告するか、
30日分以上の平均賃金(解雇予告手当)を支払わなければなりません。

②休休業業手手当当 (労働基準法第26条)
使用者の都合により労働者を休業させた場合には、休業させた所定労働日について、
平均賃金の60%以上の賃金(休業手当)を支払わなければなりません。

３ 平均賃金について（第1２条）

（１）平均賃金の算定方法
①原 則

■平均賃金とは、これを算定すべき事由の発生した日の前日から遡る３か月間に、
その労働者に対して支払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除した金額を
いいます。※事由の発生した日は含まれないと解されています。

■賃金締切日がある場合は、その起算日は直前の賃金締切日です。

2
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≪≪ ２２．．労労働働契契約約とと解解雇雇・・退退職職 ≫≫

４ 労働基準法違反の契約について（第13条）

労働基準法に定める基準に満たない労働条件は無効であり、無効となった部分は、労働基

準法に定める基準が適用されます。

③年年次次有有給給休休暇暇取取得得時時のの賃賃金金 (労働基準法第39条)
年次有給休暇取得中の賃金については、就業規則その他に定めるものの規定に基づ
き、平均賃金又は所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払わなけ
ればなりません。

④災災害害補補償償
休業補償(労働基準法第76条)、障害補償(同法第77条)、遺族補償(同法第79条)、葬
祭料(同法第80条)、打切補償(同法第81条)及び分割補償(同法第82条)を算定する場
合に使われます。

⑤減減給給のの制制裁裁 (労働基準法第91条)
就業規則で、労働者に対して減給の制裁を定める場合においては、その減給は、一
回の額が平均賃金の一日分の半額を超えてはなりません。

（３）起算日について
平均賃金を算定すべき事由の発生した日、すなわち平均賃金の起算日となる日は次の
とおりです。
①解雇予告手当 労働者に解雇の通告をした日
②休業手当 その休業日（休業が二日以上の期間にわたる場合は、その最初の日）
③年次有給休暇の賃金 その年次有給休暇を労働者が取得した日
④災害補償 死傷の原因たる事故発生の日又は診断によって疾病の発生が確定した日
⑤減給の制裁 制裁の意思表示が相手方に到達した日

５ 労働契約期間について（第14条）

労働契約の期間は、期間の定めのないものを除き、一定の事業の完了に必要な期間を定め
るもののほかは、3年（特定の業務に就く者を雇入れる場合や、満60歳以上の者を雇入
れる場合には5年）を超えてはなりません。

（例） 「時間外労働に対する割増賃金は支払わない」と契約しても無無効効になります。

「時間外労働に対して法定の割増賃金を支払う」との契約になります。

3
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有有期期労労働働契契約約のの締締結結、、更更新新及及びび雇雇止止めめにに関関すするる基基準準

※上記の雇止めの予告及び雇止めの理由の明示が必要なのは、契約を3
回以上更新している場合、または1年を超えて継続雇用している場合で、
あらかじめ契約を更新しない旨を明示されている場合は除かれます。

雇雇止止めめのの予予告告（（※※））
使用者は、有期労働契約を更新しない場合には、少なくとも契約の期
間が満了する日の30日前までに雇止めの予告をしなければなりません。

雇雇止止めめのの理理由由のの明明示示（（※※））
使用者は、上記の雇止めの予告後に、労働者が雇止めの理由について
証明書を請求した場合は、遅滞なく交付しなければなりません。

契契約約期期間間ににつついいててのの配配慮慮
使用者は、契約を一回以上更新し、かつ1年以上継続して雇用してい
る有期契約労働者との契約を更新しようとする場合は、契約の実態及
びその労働者の希望に応じて契約期間をできる限り長くするよう努め
なければなりません。

参参考考

期間の定めのない契約（無期労働契約）

期間の定めのある契約（有期労働契約）

原則、有期労働契約の期間は3年を超えてはならない

３年を超えて契約することが認められるもの

①一定の事業の完了に必要な期間を定めるもの

【例】土木工事等の有期的事業で、その事業の終期までの期間を定める契約

②第70条による職業訓練のため⻑期の訓練期間を要するもの

5年まで可能なケース

①厚生労働⼤⾂が定める基準に該当する⾼度の専門的知識、技術、経験を有する労

働者をそのような⾼度の専門的知識等を必要とする業務に就かせる場合

②満60歳以上の労働者を雇入れる場合

労働契約

例

外

4

①期間の定めのある労働契約については、労働基準法第14条第2項に基づく「有期労働
契約の締結、更新及び雇止めに関する基準」に基づき、労働基準監督署長等は、使用
者に対し、必要な助言･指導を行います。

②「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準」では、期間の定めのある労働
契約を締結、更新の際、あるいは雇止めをする場合の留意点を示しています。

4



（２）就業規則に当該労働者に適用される条件が具体的に規定されている場合は、当該労
働者に適用される部分を明らかにしたうえで、就業規則を交付すれば、再度、同じ
事項について、書面を交付する必要はありません。

口口頭頭のの明明示示ででももよよいい事事項項

①労働契約の期間（有期雇用特別措置法
による特例の対象者の場合、無期転換
申込権が発生しない期間）

②期間の定めのある労働契約を更新する
場合の基準（更新の基準）
③就業の場所･従事する業務の内容
④始業･終業時刻、所定労働時間を超える
労働の有無、休憩時間、休日、休暇、交
替制勤務をさせる場合は就業時転換に関

する事項
⑤賃金の決定･計算･支払いの方法、賃金

の締切り･支払いの時期に関する事項
⑥退職に関する事項（解雇の事由を含む）

①昇給に関する事項
②退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手
当の決定、計算･支払いの方法、支払いの時期に関す

る事項
③臨時に支払われる賃金･賞与などに関する事項
④労働者に負担させる食費･作業用品その他に関する

事項
⑤安全衛生に関する事項
⑥職業訓練に関する事項
⑦災害補償、業務外の傷病扶助に関する事項
⑧表彰、制裁に関する事項
⑨休職に関する事項

（１）使用者が労働者を採用するときは、賃金、労働時間その他労働条件を書書面面ななどどで
明示しなければなりません。

６ 労働条件の明示について（第1５条）

(労働条件通知書の様式の作成例は６９ページ)

労労 働働 契契 約約 法法

①平成20年3月1日から施行されている労働契約法は、合意の原則その他基本的事項を
定め、労働契約に関する民事的ルールを明らかにした法律です。合理的な労働条件の
決定又は変更が円滑に行われるようにすることを通じて、労働者の保護を図りつつ、
個別の労働関係の安定に資することを目的としています。

②平成24年8月10日に「労働契約法の一部を改正する法律」が公布され、有期労働契
約に関する「3つの新たなルール」が施行されています。
・有期労働契約から無期労働契約への転換（平成25年4月1日から施行）

・最高裁判例の「雇止め法理」の法定化（平成24年8月10日から施行）

③改正内容も踏まえた労働契約法の主要ポイントは次頁のとおりです。

書書面面のの交交付付にによよるる明明示示事事項項

参参考考

６か月契約、1年契約などの期間の定めのある契約（有期労働契約）を結ぶ場合には、契約の更新の有無
及び更新する場合又はしない場合の判断の基準を明示する必要があります。
①明示する「更新の有無」の具体例 ②明示する「判断の基準」の具体例
＊自動的に更新する ＊契約期間満了時の業務量
＊更新する場合があり得る ＊労働者の勤務成績、能力
＊契約の更新はしない 等 ＊会社の経営状況

＊従事している業務の進捗状況 等

注注

5

注注

※※

※※ 22001199年年（（平平成成3311年年））４４月月１１日日よよりり、、労労働働者者がが希希望望ししたた場場合合ににはは、、①①フファァククシシミミリリのの送送信信、、②②
電電子子メメーールル等等のの送送信信（（労労働働者者がが電電子子メメーールル等等のの記記録録をを出出力力すするるここととにによよりり書書面面をを作作成成すするるここととがが
ででききるるももののにに限限りりまますす。。））にによよりり明明示示すするるこことともも可可能能ににななりりままししたた。。

5



■労働契約に関する基本ルール

＊労働契約の基本原則(第３条)

①労使対等の合意原則 ②均衡考慮の原則 ③仕事と生活の調和への配慮
④信義・誠実の原則 ⑤権利濫用禁止

＊労働契約の内容の理解の促進(第４条)
①労働者の理解の促進 ②契約内容はできる限り書面で確認

＊労働者の安全への配慮(第５条) 
使用者は労働者が生命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、
必要な配慮をする。

■労働契約の成立及び変更に関するルール

＊合意による労働契約の成立（第6条）

労働契約は、労働者及び使用者が合意することによって成立する（成立要件）。

＊労働契約の内容と就業規則の関係（第7条）
労働者及び使用者が労働契約を締結する場合において、使用者が合理的な労働条件
が定められている就業規則を労働者に周知させていた場合には、労働契約の内容は、
その就業規則で定める労働条件によるものとする。

＊合意による労働条件の変更（第８条）

労働者及び使用者は、その合意により、労働契約の内容である労働条件を変更する
ことができる（変更要件）。

＊就業規則による労働契約の内容の変更（第9条、第10条）
使用者は、労働者と合意することなく、就業規則を変更することにより、労働者の
不利益に労働契約の内容である労働条件を変更することはできない。
ただし、使用者が就業規則の変更により労働条件を変更する場合において、変更後
の就業規則を労働者に周知させ、かつ、就業規則の変更が、

①労働者の受ける不利益の程度 ②労働条件の変更の必要性
③変更後の就業規則の内容の相当性 ④労働組合等との交渉の状況
⑤その他の就業規則の変更に係る事情

に照らして合理的なものであるときは、労働契約の内容である労働条件は、当該変更
後の就業規則に定めるところによるものとする。

＊就業規則違反の労働契約の効力（第12条）

就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分について
は、無効とする。
この場合において、無効となった部分は、就業規則で定める基準による。

労労働働契契約約法法のの主主要要ななポポイインントト ①①

6
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33.. 人人選選のの合合理理性性
勤続年数や年齢など解雇の対象者を選
定する基準が客観的・合理的で、かつ、
基準に沿った運用が行われていること

44.. 労労使使間間ででのの協協議議
整理解雇の必要性やその時期、方法、規
模、人選の基準などについて、労働者側
と十分に協議をし、納得を得るための努
力を尽くしていること

11.. 経経営営上上のの必必要要性性
倒産寸前の状況にあるなど、整理解雇
をしなければならないほどの経営上の
必要性が客観的に認められること

22..解解雇雇回回避避のの努努力力
配置転換、出向、希望退職の募集、賃金
の引下げその他整理解雇を回避するため
に、会社が最大限の努力を尽くしたこと

■解雇に関するルール

＊解雇（第16条）

解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合
は、その権利を濫用したものとして、無効とする。

＊契約期間中の解雇等（第1７条第１項）

有期労働契約を締結している労働者については、やむをえない事由がある場合でな
ければ、契約期間途中の解雇はできない。

＊使用者が、会社の経営不振等を理由として行おうとする「整理解雇」については、
原則として、以下の4要件すべてを満たす必要があります。

労労働働契契約約法法のの主主要要ななポポイインントト ②②

■労働契約の継続に関するルール

＊出向（第１４条）

使用者が労働者に出向を命じることができる場合であっても、出向命令が、その必要
性、対象労働者の選定に係る事情等に照らして、権利を濫用したものと認められる場
合には、出向命令は無効とする。

＊懲戒（第1５条）

使用者が労働者を懲戒することができる場合であっても、懲戒に係る労働者の行為、
性質及び態様等の事情に照らして、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当
であると認められない場合は、その権利を濫用したものとして、懲戒は無効とする。

7
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■有期契約労働者の無期転換に関するルール

＊無期労働契約への転換（第1８条）
同一の使用者との間で、有期労働契約が通算で５年を超えて繰り返し更新された場
合は、労働者の申込みにより、無期労働契約に転換する（「無期転換ルール」）。
（通算契約期間のカウントは、平成25年４月１日以後に開始した有期労働契約が対
象です。平成25年３月３１日以前に開始した有期労働契約は、通算契約期間に含
まれません。）

労労働働契契約約法法のの主主要要ななポポイインントト ③③

③無期労働契約

５年

←

締
結

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年
←

更
新

１年

←

④
更
新

１年

←

②
転
換

１年

①
申
込
み

【契約期間が１年の場合の例】

＊無期転換ルールの特例
有期雇用労働者で
１ 大学及び研究開発法人の研究者、教員等
２ 高収入で、かつ高度の専門的知識等を有し、「5年を超える一定の
期間内に完了することが予定されている業務（プロジェクト）」に
就く労働者

３ 定年後に同一の使用者に継続雇用される高齢者
については、以下のとおり、無期転換申込権の期間が延長又は発生しない
特例が設けられました。

１ 平成２５年１２月に一部改正された「研究開発システムの改革の推進等によ
る研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律」15条
の2・１項、「大学教員等の任期に関する法律」７条１項により、大学及び
研究開発法人の研究者、教員等は無期転換申込権発生までの期間が10年と
なりました（平成26年4月1日施行）。

③無期労働契約

10年

←

締
結

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

←

更
新

１年

←

④
更
新

１年

←

②
転
換

１年

①
申
込
み

【契約期間が１年の場合の例】
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＊有期労働契約の「雇止め法理」の法定化（第1９条）

有期労働契約は、使用者が契約の更新を拒否したときは、契約期間の満了により雇用が終了する（いわゆ
る「雇止め」）が、更新拒否が客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないとき
は、雇止めはできず、従前の労働契約と同一の労働条件で当該申込を承諾したものとみなされます。

無期転換ルールの適用を意図的に避けることを目的として、無期転換申込権が発生する前に雇止めや契約期間中の解雇等を行うこ
とは、労働契約法の趣旨に照らして望ましいものではありません。

２ 平成２６年１１月に制定・公布された「専門的知識等を有する有期雇用
労働者等に関する特別措置法」４条・８条により、年収が１０７５万円
以上で、高度の専門的知識等を有し、「5年を超える一定の期間内に完
了することが予定されている業務（プロジェクト）」に就く労働者は、
プロジェクトの期間中（（1100年年をを上上限限））は無期転換申込権が発生しない
という特例が設けられました（平成27年4月1日施行）。
※※ たただだしし、、特特例例のの適適用用をを受受けけるるたためめににはは、、雇雇用用管管理理措措置置にに関関すするる第第一一
種種計計画画をを作作成成しし、、都都道道府府県県労労働働局局長長のの認認定定をを受受けけるるここととがが必必要要でですす。。

３ 平成２６年１１月に制定・公布された「専門的知識等を有する有期雇用
労働者等に関する特別措置法」６条・８条により、定年後に同一の事業
主（高年齢者雇用安定法に規定する「特殊関係事業主」を含みます。）
に継続雇用される高齢者は、定年後引き続き雇用されている期間は無期
転換申込権が発生しないという特例が設けられました（平成27年4月1
日施行）。
※※ たただだしし、、特特例例のの適適用用をを受受けけるるたためめににはは、、事事業業主主はは、、雇雇用用管管理理措措置置にに

関関すするる第第二二種種計計画画をを作作成成しし、、都都道道府府県県労労働働局局長長のの認認定定をを受受けけるるこことと
がが必必要要でですす。。

(注)高年齢者雇用安定法で「特殊関係事業主」とされるのは、①元の事業主の子法

人等、②元の事業主の親法人等、③元の事業主の親法人等の子法人等、④元の
事業主の関連法人等、⑤元の事業主の親法人等の関連法人等 です。

５年

特定有期業務（７年）

※プロジェクトの終了後、引き続き

有期労働契約を更新する場合は、

通常の無期転換ルールが適用される。

１年 １年１年 １年１年 １年 １年

例えば、７年のプロジェクトの開始当初から完了まで従事させた場合、その７年間は無期転換申込権

が発生しない。

雇入れ

無期転換申込権は発生しない

５年

無 期 労 働 契 約

定年

１年 １年１年 １年１年 １年 １年 ・・・・・

9

無期転換申込権は発生しない
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②②解解雇雇予予告告ななどどがが除除外外さされれるる場場合合

■天災事変その他やむを得ない事由で事業の継続が不可能となり、所轄の労働基準監督
署長の認定を受けたとき。 → 例；火災による焼失、地震による倒壊など
■労働者の責に帰すべき事由によって解雇するときで、所轄の労働基準監督署長の認定
を受けたとき。この認定は、解雇の意思表示をなす前に受けるのが原則です。
 例；横領･傷害、2週間以上の無断欠勤など

③③解解雇雇予予告告ななどどをを行行わわずずにに解解雇雇すするるここととががででききるる労労働働者者 （（第第2211条条））

(１)日々雇い入れられる者
(２)２か月以内の期間を定めて使用される者
(３)季節的業務に４か月以内の期間を定めて使用される者
(４)試の使用期間中の者

ただし、（１）は１か月、（２）及び（３）はそ
の契約期間、（４）は14日を超えて、引き

続き使用されている場合には、解雇予告
などが必要になります。

使用者は
30日以上前に解雇予告すれば
30日分以上の平均賃金を支払えば

労働基準法違反とならない

（平均賃金を何日分か支払った場合には、その日数だけ予告期間が短縮されます。）

①①解解雇雇ををすするる場場合合

労働者を解雇しようとする場合は、少なくとも30日以上前に予告するか、30日
分以上の平均賃金を支払わなければなりません。

８ 解雇の予告（第２０条）

解 雇 制 限 期 間

被被災災日日 再再出出社社日日

入･通院で治療のため休業する期間 その後30日間

１)業務上負傷または疾病で休業する場合

◆解雇制限期間◆

２)産前産後休業の場合

解 雇 制 限 期 間

再再出出社社日日

産前休業6週間
(多胎妊娠14週間)

その後30日間

出出産産

産後休業8週間

（１）労働者が業務上負傷したり、病気になった場合に、その療養のために休業する期間
及びその後30日間と、産前産後の女性が労働基準法第65条の規定によって休業す
る期間及びその後30日間は解雇できません。ただし、使用者が労働基準法第81条
の規定によって打切補償を支払った場合や、天災事変などやむを得ない事由により
事業の継続ができなくなった場合はこの限りではありません。

（２）天災事変その他やむを得ない事由により解雇制限期間中に解雇する場合には、その
事由について所轄の労働基準監督署長の認定を受けなければなりません。

７ 解雇制限（第1９条）
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（１）使用者は、労働者の死亡または退職の場合で、権利者の請求があった場合には、請

求を受けた日から7日以内に、賃金を支払い、積立金、保証金、貯蓄金その他名称の

如何を問わず、労働者の権利に属する金品を返還しなければなりません。

（２）賃金または金品に関して争いがある場合には、異議のない部分を、その期間中に支

払い、または返還しなければなりません。

１１ 金品の返還（第２３条）

11..  権権利利者者
退職の場合は本人、死亡の場合は相続人をいい、金銭貸借関係にある債権者は含みません。

なお、請求者が権利者であるかどうか疑わしい場合には、戸籍謄本などにより権利者であること を証

明してもらうことが大切です。

22..  賃賃金金
ここでは未払いの賃金をいいます。なお、「退職金」については、労働協約や就業規則などであらかじ

め支給条件が定められているものは「賃金」となりますが、当該規則等により定められた支払時期に
支払えば足りるとされています。

33..  権権利利にに属属すするる金金品品
労働関係に関連して労働者が使用者に預け入れまたは保管を依頼したものなどをいいます。

労働者からの請求があれば、使用者は解雇

の理由の証明書を交付しなければならない。

退職時の証明

（第22条第1項）

上記参照

解雇予告 退職日（解雇日）

９ 退職時の証明（第２２条第１項）

【証証明明事事項項】・・・・労働者が請求した事項のみ

①使用期間 ②業務の種類 ③その事業における地位 ④賃金

⑤退職の事由（退職の事由が解雇の場合は、その理由を含む）

(退職証明書の例は７１ページ)

（１）労働者が退職の場合に、在職中の契約内容などについて証明書の交付を請求したとき

は、使用者は遅滞なく、これを交付しなければなりません。

（２）証明書には、労働者の請求しない事項を記入してはいけません。

１０ 解雇理由の証明（第２２条第２項）

（１）解雇の予告がされた日から退職の日までの間に、労働者が当該解雇の理由について

証明書を請求したときは、使用者は遅滞なく、これを交付しなければなりません。

（２）ただし、解雇の予告がされた日以降に、労働者が当該解雇以外の事由により退職し

たときは、使用者は、その労働者の退職日の以後、上記の証明書を交付する必要は

ありません。 (解雇理由証明書の例は７３ページ)
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１３ 休業手当（第２６条）

（１）使用者の責に帰すべき事由により労働者を休業させた場合には、休業させた所定
労働日について、平均賃金の6割以上の手当（休業手当）を支払わなければなりま
せん。

「使用者の責に帰すべ
き事由」による休業

１日当りの休業手当＝

平均賃金×60／100
労働者に対する支払義務

１．通貨以外のものの支払が認められる場合・・・・・・・法令・労働協約に現物支給の定めがある場合

２．賃金控除が認められる場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・法令(公租公課)、労使協定による場合

３．毎月１回以上／一定期日払いでなくてよい場合・・・臨時支給の賃金、賞与、査定期間が１か月を

超える場合の精勤手当、能率手当 等

例例 外外

1. 通貨で

2. 全額を

3. 毎月1回以上

4. 一定期日に

5. 直接労働者に使用者は 支払う

賃賃金金支支払払5原原則則

（１）賃金は、通貨で、全額を、毎月1回以上、一定の期日を定めて、労働者に直接支払

わなければなりません。また、賃金から税金、社会保険料など法令で定められている

もの以外のものを控除する場合には、労働者の過半数で組織する労働組合または労働

者の過半数を代表する者との労使協定が必要です。ただし、賃金控除協定を締結して

いても、使途不明なものなど、事理明白でないものを控除することはできません。

（２）一定の条件（①労使協定を締結した上で、労働者の同意を得ること、②労働者の指定

する本人名義の預貯金口座に振り込まれること、③賃金の全額が所定の支払日に払い

出し得ること）を満たせば、金融機関への振込により支払うことができます（証券会

社の一定要件を満たす預かり金に該当する証券総合口座への賃金及び退職手当の振込

も可能です）。

また、退職手当については労働者の同意を条件に、①銀行振出小切手、②銀行支払

保証小切手、③郵便為替により支払うことができます。

１２ 賃金の支払（第２４条）

≪≪ ３３．．賃賃 金金 ≫≫
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（２）不可抗力による休業の場合は、使用者の責に帰すべき事由に当たらず、使用者に休
業手当の支払義務はありません。不可抗力による休業と言えるためには、
① その原因が事業の外部より発生した事故であること
② 事業主が通常の経営者としての最大の注意を尽くしてもなお避けることがで
きない事故であること

という要素をいずれも満たす必要があります。

（３）例えば、その原因が事業の外部より発生した事故であっても、自宅勤務などの方法
により労働者を業務に従事させることが可能な場合において、これを十分検討して
いない、労働者に他に就かせることができる業務があるにもかかわらず休業させて
いる等、通常使用者として行うべき最善の努力を尽くしていないと認められた場合
には、「使用者の責に帰すべき事由による休業」に該当する場合があり、休業手当
の支払が必要となることがあります。

（１）最低賃金額は、都道府県ごとに最低賃金審議会の調査審議に基づき決定されます。

（２）最低賃金には、都道府県ごとにすべての労働者及び使用者に適用される「地地域域別別最最
低低賃賃金金」と都道府県ごとに特定の産業に従事する労働者及び使用者に適用される
「特特定定最最低低賃賃金金」があります。

（３）「地域別最低賃金」と「特定最低賃金」が同時に適用される場合には、高高いい方方のの最最
低低賃賃金金額額以以上上の賃金を支払わなければなりません。(最低賃金額は９０ページ参照)

（４）派遣中の労働者は、派遣先先の事業場に適用される最低賃金額が適用されます。（最
低賃金法第13条、18条）

最低賃金は、賃金の最低額を定めるものであり、使用者は、最低賃金額以上の賃金を労働
者に支払う必要があります。最低賃金額より低い賃金額を労使合意の上で定めても無効と
され、最低賃金額と同額の定めをしたものとみなされます。

１４ 最低賃金（第２８条） 最低賃金法第４条ほか

13
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１５ 労働時間（第３２条ほか）

≪≪ ４４．．労労働働時時間間・・休休憩憩・・休休日日及及びび年年次次有有給給休休暇暇 ≫≫

（１）休憩時間を除いて11週週間間にに4400時時間間、、11日日にに88時時間間を超えて労働させてはいけません。
これを法法定定労労働働時時間間といいます。

（２）週４０時間労働については、労働者数が１～９人の商業、映画演劇業(映画の製作の事
業を除く)、保健衛生業、接客娯楽業などには週４４時間という特例措置があります。

（３）労働時間とは、労働者が使用者の指揮監督の下にある時間をいいます。

「使用者の指揮監督下」にあるか否かは、明示的なものであることは必要ではなく、現実に作
業している時間のほかに、作業前に行う準備や作業後の後始末・掃除等が、使用者の明示また
は黙示の指揮命令下で行われている限り、その時間も労働時間となります。

（４）１週間とは、就業規則その他に別段の定めがない限り、日曜日から土曜日までのいわ
ゆる暦週をいいます。また、１日とは、午前０時から午後１２時までのいわゆる暦日
をいうものであり、継続勤務が２暦日にわたる場合には、たとえ暦日を異にする場合
でも一勤務として取り扱い、当該勤務は始業時刻の属する日の労働として、当該日の
「１日」の労働と解されます。

（５）最低賃金の対象とならない賃金（以下の賃金を算入せずに、最低賃金額以上とするこ
とが必要です）
■臨時に支払われる賃金（結婚手当など）
■1か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）
■所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外割増賃金など）
■所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金（休日割増賃金など）
■午後10時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時
間の賃金の計算額を超える部分（深夜割増賃金など）
■精皆勤手当、通勤手当及び家族手当

（６）最低賃金との比較方法 (８９ページも参照してください。)
①時間給の場合 : 時間給≧最低賃金額（時間額）
②日給の場合：日給÷１日の平均所定労働時間（時間額に換算）≧最低賃金額（時間額）
③月給の場合：月給÷1か月の平均所定労働時間（時間額に換算）≧最低賃金額（時間額）
④上記①、②、③が組み合わさっている場合
例えば、基本給が日給で、各手当（職務手当など）が月給の場合は、
① 基本給（日給）→ ②の計算で時間額を出す
② 各手当（月給）→ ③の計算で時間額を出す
③ ①と②を合計した額≧最低賃金額（時間額）
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自自動動車車運運転転者者のの労労働働時時間間等等のの改改善善ののたためめのの基基準準参参考考

① この基準は、タクシー、トラック等、四輪以上の自動車の運転者について、労働時
間等の労働条件の向上を図るため、その業務の特性（長距離運行となる場合が多く、
一運行が２日ないし３日にわたることがある）を踏まえ、拘束時間、休憩時間等の
基準を定めたものです。

② 労働関係の当事者は、この目的を十分理解し「改善基準」を遵守しなければいけま
せん。

労労働働時時間間のの適適正正なな把把握握ののたためめにに使使用用者者がが講講ずずべべきき措措置置にに関関すするるガガイイドドラライインン参参考考

労働時間については、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ず
べき措置に関するガイドライン（平成２９年１月２０日付け基発第０１
２０第３号）」に基づき、適正に把握する必要があります。

１１ 趣趣旨旨
労働基準法においては、労働時間、休日、深夜業等について規定を設けていること

から、使用者は、労働時間を適正に把握するなど労働時間を適切に管理する責務を有
している。
しかしながら、現状をみると、労働時間の把握に係る自己申告制（労働者が自己の

労働時間を自主的に申告することにより労働時間を把握するもの。以下同じ。）の不適
正な運用等に伴い、同法に違反する過重な長時間労働や割増賃金の未払いといった
問題が生じているなど、使用者が労働時間を適切に管理していない状況もみられるとこ
ろである。
このため、本ガイドラインでは、労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき

措置を具体的に明らかにする。

２２ 適適用用のの範範囲囲
本ガイドラインの対象事業場は、労働基準法のうち労働時間に係る規定が適用され
る全ての事業場であること。
また、本ガイドラインに基づき使用者（使用者から労働時間を管理する権限の委譲を
受けた者を含む。以下同じ。）が労働時間の適正な把握を行うべき対象労働者は、労働
基準法第４１条に定める者及びみなし労働時間制が適用される労働者（事業場外労働
を行う者にあっては、みなし労働時間制が適用される時間に限る。）を除く全ての者であ
ること。
なお、本ガイドラインが適用されない労働者についても、健康確保を図る必要がある
ことから、使用者において適正な労働時間管理を行う責務があること。

「「労労働働時時間間のの適適正正なな把把握握ののたためめにに使使用用者者がが講講ずずべべきき措措置置にに関関すするるガガイイドドラライインン」」
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３３ 労労働働時時間間のの考考ええ方方
労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいい、使用者の
明示又は黙示の指示により労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たる。そ
のため、次のアからウのような時間は、労働時間として扱わなければならないこと。
ただし、これら以外の時間についても、使用者の指揮命令下に置かれていると評
価される時間については労働時間として取り扱うこと。
なお、労働時間に該当するか否かは、労働契約、就業規則、労働協約等の定めの
いかんによらず、労働者の行為が使用者の指揮命令下に置かれたものと評価するこ
とができるか否かにより客観的に定まるものであること。また、客観的に見て使用者
の指揮命令下に置かれていると評価されるかどうかは、労働者の行為が使用者から
義務づけられ、又はこれを余儀なくされていた等の状況の有無等から、個別具体的に
判断されるものであること。
ア 使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付け
られた所定の服装への着替え等）や業務終了後の業務に関連した後始末（清掃等）
を事業場内において行った時間
イ 使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労
働から離れることが保障されていない状態で待機等している時間（いわゆる「手待時
間」）
ウ 参加することが業務上義務づけられている研修・教育訓練の受講や、使用者の
指示により業務に必要な学習等を行っていた時間

４４ 労労働働時時間間のの適適正正なな把把握握ののたためめにに使使用用者者がが講講ずずべべきき措措置置
（１）始業・終業時刻の確認及び記録
使用者は、労働時間を適正に把握するため、労働者の労働日ごとの始業・ 終業
時刻を確認し、これを記録すること。

（２）始業・終業時刻の確認及び記録の原則的な方法
使用者が始業・終業時刻を確認し、記録する方法としては、原則として次のいず
れかの方法によること。
ア 使用者が、自ら現認することにより確認し、適正に記録すること。
イ タイムカード、ＩＣカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎と
して確認し、適正に記録すること。

（３）自己申告制により始業・終業時刻の確認及び記録を行う場合の措置
上記（２）の方法によることなく、自己申告制によりこれを行わざるを得ない場合、
使用者は次の措置を講ずること。
ア 自己申告制の対象となる労働者に対して、本ガイドラインを踏まえ、労働時間
の実態を正しく記録し、適正に自己申告を行うことなどについて十分な説明を行う
こと。
イ 実際に労働時間を管理する者に対して、自己申告制の適正な運用を含め、本
ガイドラインに従い講ずべき措置について十分な説明を行うこと。
ウ 自己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか否かに
ついて、必要に応じて実態調査を実施し、所要の労働時間の補正をすること。
特に、入退場記録やパソコンの使用時間の記録など、事業場内にいた時間の
分かるデータを有している場合に、労働者からの自己申告により把握した労働時
間と当該データで分かった事業場内にいた時間との間に著しい乖離が生じている
ときには、実態調査を実施し、所要の労働時間の補正をすること。
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オ 自己申告制は、労働者による適正な申告を前提として成り立つものである。
このため、使用者は、労働者が自己申告できる時間外労働の時間数に上限を
設け、上限を超える申告を認めない等、労働者による労働時間の適正な申告を
阻害する措置を講じてはならないこと。
また、時間外労働時間の削減のための社内通達や時間外労働手当の定額

払等労働時間に係る事業場の措置が、労働者の労働時間の適正な申告を阻
害する要因となっていないかについて確認するとともに、当該要因となっている
場合においては、改善のための措置を講ずること。
さらに、労働基準法の定める法定労働時間や時間外労働に関する労使協定

（いわゆる36協定）により延長することができる時間数を遵守することは当然で
あるが、実際には延長することができる時間数を超えて労働しているにもかか
わらず、記録上これを守っているようにすることが、実際に労働時間を管理する
者や労働者等において、慣習的に行われていないかについても確認すること。

（４）賃金台帳の適正な調製
使用者は、労働基準法第108条及び同法施行規則第54条により、労働者ごとに、

労働日数、労働時間数、休日労働時間数、時間外労働時間数、深夜労働時間数
といった事項を適正に記入しなければならないこと。
また、賃金台帳にこれらの事項を記入していない場合や、故意に賃金台帳に虚

偽の労働時間数を記入した場合は、同法第120条に基づき、30万円以下の罰金

に処されること。

（５）労働時間の記録に関する書類の保存
使用者は、労働者名簿、賃金台帳のみならず、出勤簿やタイムカード等の労働

時間の記録に関する書類について、労働基準法第109条に基づき、３年間保存し

なければならないこと。

（６）労働時間を管理する者の職務
事業場において労務管理を行う部署の責任者は、当該事業場内における労働

時間の適正な把握等労働時間管理の適正化に関する事項を管理し、労働時間管
理上の問題点の把握及びその解消を図ること。

（７）労働時間等設定改善委員会等の活用
使用者は、事業場の労働時間管理の状況を踏まえ、必要に応じ労働時間等設

定改善委員会等の労使協議組織を活用し、労働時間管理の現状を把握の上、労
働時間管理上の問題点及びその解消策等の検討を行うこと。

エ 自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる時間について、その理由等
を労働者に報告させる場合には、当該報告が適正に行われているかについて
確認すること。
その際、休憩や自主的な研修、教育訓練、学習等であるため労働時間では

ないと報告されていても、実際には、使用者の指示により業務に従事している
など使用者の指揮命令下に置かれていたと認められる時間については、労働
時間として扱わなければならないこと。
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■■フフレレッッククススタタイイムム制制 （（第第3322条条のの33、、第第3322条条のの３３のの２２ ））

フレックスタイム制とは、一定の期間（清算期間といい、上限は３か月）についてあらかじめ定めた総

労働時間の範囲内で、労働者が日々の始業及び終業の時刻を自ら決めることのできる制度です。

変形労働時間制とは、繁忙期の所定労働時間を長くする代わりに、閑散期の所定労働時間を短くする

といったように、業務の繁閑や特殊性に応じて、労使が工夫しながら労働時間の配分などを行い、これ
によって全体としての労働時間の短縮を図ろうとするものです。

■■11かか月月単単位位のの変変形形労労働働時時間間制制 （（第第3322条条のの22））

1か月単位の変形労働時間制とは、1か月以内の一定の期間を平均し、1週間の労働時間が40時間

（特例措置対象事業場は44時間）以下の範囲内において、1日及び1週間の法定労働時間を超えて労

働させることができる制度です。

◆1か月単位の変形労働時間制を新規に採用するには、次のいずれかが必要です。

(1) 就業規則その他これに準ずるものによる定め

(2) 労使協定の締結（この協定は、所定の様式により労働基準監督署長への届出が必要）

(協定届の例は８２ページ)

◆フレックスタイム制を採用するには、以下が必要です。

（1） 就業規則その他これに準ずるものにより、始業及び終業の時刻を労働者の決定に委ねるこ

とを規定すること。

（2）労使協定を締結し、対象となる労働者の範囲、清算期間、清算期間中の総労働時間、標準と

なる１日の労働時間、有効期間（清算期間が1か月を超える場合）などを定めること。

（3）清算期間が１か月を超える場合には、労使協定を所定の様式により労働基準監督署長へ届

け出ること。

業

務

の

実

態

に

応

じ

た

労

働

時

間

制

度

の

選

択

方

法

業務の繁閑が
少ない場合

業務の繁閑が
ある場合

業務の繁閑が直前で
ないと不明の場合
(規模30人未満の
小売業、旅館及び
料理・飲食店に限る)

１週間に休日が２日
程度確保できる場合

１日の所定労働時間
が短縮できる場合

月始め、月末、特定
週等に業務が忙しい
場合

特定の季節(夏季、
冬季など)、特定の月
などに業務が忙しい
場合

始業・終業の時刻を
労働者に自由に選択
させることができる
場合

完全週休２日制の採用

土曜日を半日勤務とする制度の採用

１か月単位の変形労働時間制の採用

１年単位の変形労働時間制の採用

１週間単位の非定型的変形労働時間制の採用

フレックスタイム制の採用

（５）変形労働時間制

(協定届の例は８３ページ)
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労働日数の限度 ◆対象期間が1年の場合→280日

◆対象期間が3か月を超え1年未満である場合

→1年当たりの労働日数の限度×対象期間の暦日数／365日

1日及び1週間の労働時

間の限度

1日→10時間 1週間→52時間

導入の要件（3か月を超えた場合）

①48時間を超える所定労働時間を設定した週が連続3週間以内であること

②起算日から3か月ごとに区切った1期間に、48時間を超える週の初日で数えて

3回以内であること

連続して労働させる日

数の限度

連続労働日数→6日

（特定期間（対象期間中の特に業務が繁忙な期間）における連続労働日数は、労使協

定の定めがある場合には、1週間に1日の休日が確保できる日数）

1年単位の変形労働時間制とは、労使協定を締結することにより、1年以内の一定の期間を平均し1週間

の労働時間が40時間以下（特例措置対象事業場も同じ）の範囲内において、1日及び1週間の法定労働

時間を超えて労働させることができる制度です。

■■11年年単単位位のの変変形形労労働働時時間間制制 （（第第3322条条のの44、、第第3322条条のの44のの22））

☆☆協協定定事事項項のの解解説説

◎清清算算期期間間

フレックスタイム制において、労働契約上労働者が労働すべき時間を定める期間で、３３かか月月以以内内とされています。

◎清清算算期期間間中中のの総総労労働働時時間間

フレックスタイム制において、労働契約上労働者が労働すべき時間です。 この時間は、清算期間を平均し１週間の労働

時間が法定労働時間の範囲内となるように定める必要があります。加えて、過重労働を防止する観点から、清算期間が１
か月を超える場合には、清清算算期期間間をを平平均均しし１１週週間間のの労労働働時時間間がが40時時間間をを超超ええなないいこと、当該清算期間を１か月ごとに区分

した各期間（最後に１か月未満の期間を生じたときには、当該期間）ごとに当該各期間を平均し、１１週週間間ああたたりりのの労労働働時時間間
がが50時時間間をを超超ええなないい必要があります。

◎ココアアタタイイムム

労働者が必ず労働しなければならない時間帯です（標準時間帯とほぼ重なるような設定は好ましくありません。）。

◎ フフレレキキシシブブルルタタイイムム

労働者がその選択により労働することができる時間帯です（極端に短い設定は好ましくありません。）。

いつ退社してもよい時間帯必ず労働しなければならない時間帯

フレキシブルタイムコアタイム休憩コアタイムフレキシブルタイム

いつ出社してもよい時間帯

9:007:00am 10:00 12:00 1:00pm 3:00 5:00 7:00

標標準準労労働働時時間間帯帯(通通常常のの労労働働者者のの所所定定労労働働時時間間)

労労働働時時間間帯帯

◆ 1年単位の変形労働時間制を新規に採用するには、以下(１)、(２)とも必要となります。

(1)労使協定の締結及び所轄の労働基準監督署長への届出(協定届の例は７９～８１ページ)
(2)就業規則その他これに準ずるものの変更

◆労働日数、労働時間の限度

１日のモデル例

清算期間が1か月を超える場合において、途中退職などフレックスタイム制により労働させた期間が

この清算期間よりも短い労働者については、その労働させた期間を平均して１週間当たり40時間を超

えて労働させた時間について、割増賃金を支払わなければなりません。

◆ 労働させた期間が清算期間（1か月を超えるもの）より短い労働者に係る賃金の取扱い
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◆1週間単位の非定型的変形労働時間制を採用するには、以下が必要です。
(1)労使協定を締結することにより、1週間の労働時間が40時間以下になるよう定める、かつ、この時間を

超えて労働させた場合には、割増賃金を支払う旨を定めること。

(2)労使協定を所定の様式により、所轄の労働基準監督署長に届け出ること。

◆1日の労働時間の上限は、１０時間です。

1週間単位の非定型的変形労働時間制とは、規模30人未満の小売業、旅館、料理･飲食店の事業にお
いて、労使協定により、1週間単位で毎日の労働時間を弾力的に定めることができる制度です。

■■11週週間間単単位位のの非非定定型型的的変変形形労労働働時時間間制制 （（第第3322条条のの55））

１６ 災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等

（第３３条）

（１）労働基準法第３２条においては、１日８時間、１週４０時間の法定労働時間が定め

られており、これを超えて労働させる場合や、労働基準法第３５条により毎週少なく

とも１日又は４週間を通じ４日以上与えることとされている休日に労働させる場合は、

労使協定（いわゆる３６協定）を締結し、所轄の労働基準監督署長に届け出が必要で

す。

（２）災害その他避けることのできない事由により臨時に時間外・休日労働をさせる必要

がある場合においても、例外なく、３６協定の締結・届出を条件とすることは実際的

ではないことから、そのような場合には、３６協定によるほか、労働基準法第３３条

第１項により、使用者は、労働基準監督署長の許可（事態が急迫している場合は事後

の届出）により、必要な限度の範囲内に限り時間外・休日労働をさせることができま

す。

なお、労働基準法第３３条第１項による場合であっても、時間外労働・休日労働や

深夜労働についての割増賃金の支払は必要です。

（３）ただし、労働基準法第３３条第１項に基づく時間外・休日労働はあくまで必要な限

度の範囲内に限り認められるものですので、過重労働による健康障害を防止するため、

実際の時間外労働時間を月４５時間以内にするなどしていただくことが重要です。ま

た、やむを得ず長時間にわたる時間外・休日労働を行わせた労働者に対しては、医師

による面接指導等を実施し、適切な事後措置を講じることが重要です。
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（４）振替休日と代休の相違点

項項目目 振振替替休休日日 代代休休

どんな場合に
業務の都合により、特定されている休日に労働せざ

るを得ない事情が、ある程度事前に生じた場合など

休日労働や長時間労働をさせた場合に、その

代償として他の労働日を休日とするとき

要 件

①就業規則に、勤務上の必要がある場合には休日

を振り替えることができる旨を規定

②4週4日の休日を確保したうえで、振替休日を特定

③遅くとも前日までに本人に予告

特になし

指 定 あらかじめ使用者が指定
使用者が指定することもあるし、労働者の申請

によって与えることもある

賃 金

振替休日が同一週内の場合、休日出勤日に通常の

賃金を支払えばよく、振替休日に賃金を支払う必要

はない

休日出勤日に割増賃金の支払いが必要。代休

日に賃金を支払うかどうかは就業規則などの規

定による

＊振替休日が週をまたがった場合、週の法定労働時間を超えて労働させた時間については時間外労働に係る割増賃

金の支払いが必要となります。ただし、変形労働時間制により40時間を超える週の所定労働時間を設定してい

る場合には、その所定労働時間を超えた場合に割増賃金の支払いが必要となります。

（１）毎週少なくとも1日の休日か、4週間を通じて4日以上の休日を与えなければなりません。

（２）休日とは、労働契約において労働義務がないとされている日をいいます。

（３）休日は、原則として暦日、すなわち、午前0時から午後12時までの24時間をいいます。

午前0時から午後12時までの間に勤務しない場合が休日であり、休日とされている日で

も前日の労働が延長されて午前0時を超えた場合などは、休日を与えたことにはなりま

せん。

１８ 休 日（第３５条）

（１）労働時間が6時間を超える場合は45分以上、8時間を超える場合には1時間以上の

休憩を労働時間の途中に与えなければなりません。

１７ 休 憩（第３４条）

（２）休憩は、全労働者に一斉に付与することが原則ですが、労使協定を締結（特定の業種

については不要）することにより、一斉付与は適用除外となります。

※特定の業種・・・・・運輸交通業、商業、金融・広告業、映画・演劇業

通信業、保健衛生業、接客娯楽業、官公署
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（３）適用が猶予・除外となる事業・業務について
以下のとおり適用が猶予される業務・事業があります。

業業務務・・事事業業 猶猶予予期期間間中中のの取取扱扱いい
（（22002244年年３３月月3311日日ままでで））

猶猶予予後後のの取取扱扱いい
（（22002244年年４４月月１１日日以以降降））

建設事業
（警備の事業にお
いては、交通誘導
警備の業務に限
る。）

上限規制は適用されません。

災害の復旧・復興の事業を除き、上限規制が全
て適用されます。
災害の復旧・復興の事業に関しては、時間外労
働と休日労働の合計について、
月100時間未満
２～６か月平均80時間以内
とする規制は適用されません。

自動車運転の業務 特別条項付き３６協定を締結する場合の年間の
時間外労働の上限が年960時間となります。
時間外労働と休日労働の合計について、
月100時間未満
２～６か月平均80時間以内
とする規制は適用されません。
時間外労働が月45時間を超える回数について、
年６か月（６回）までの規制は適用されません。

医師 具体的な上限時間は今後、省令で定めることと
されています。

鹿児島県及び沖縄
県における砂糖製
造業

時間外労働と休日労働の合計に
ついて、
月100時間未満
２～６か月平均80時間以内
とする規制は適用しません。

上限規制がすべて適用されます。

※新技術・新商品等の研究開発業務については、上限規制の適用は除外されています。

ただし、１週間当たり40時間を超えて労働した時間が月100時間を超えた労働者に対しては、医師の面接

指導が罰則付きで義務づけられています。また、事業者は、面接指導を行った医師の意見を勘案し、必要が

あるときには就業場所の変更や職務内容の変更、有給休暇の付与などの措置を講じなければなりません。

２０ 時間外、休日及び深夜の割増賃金（第３７条）

（１）時間外、深夜（午後10時～午前5時）に労働させた場合には2割5分以上、法定休日
に労働させた場合には3割5分以上の率で計算した割増賃金を支払わなければなりま
せん。

割増賃金の計算例（割増率は、時間外労働が月60時間以内の場合）
①月給制の場合

基本給＋役付手当等の諸手当
１か月平均所定労働時間数

休日労働については、（A） × 1.35 × 休日労働時間数
深夜労働については、（A） × 0.25 × 深夜労働時間数を加算

②日給制の場合、(Ａ)を日給額÷１日平均所定労働時間数として算出します。
③出来高払制、請負制などの場合、(Ａ)を出来高給賃金総額÷総労働時間数として算出し、時間外
労働及び休日労働の割増率は、それぞれ0.25及び0.35となります。
（「１」の部分は、基本給部分で計算されているため）

※割増賃金の計算の基礎となる賃金には、家族手当、通勤手当、別居手当、子女教育手当、住宅手当、臨時に支払
われた賃金、１か月を超える期間ごとに支払われる賃金は算入しません（名称でなく内容で判断されます。）。

（A） × 1.25 × 時間外労働時間数
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業業種種 日日本本標標準準産産業業分分類類

小小売売業業 大大分分類類II（（卸卸売売業業、、小小売売業業））ののううちち 中中分分類類5566（（各各種種商商品品小小売売業業））、、中中分分類類5577（（織織物物・・衣衣

服服・・身身のの回回りり品品小小売売業業））、、中中分分類類5588（（飲飲食食料料品品小小売売

業業））、、中中分分類類5599（（機機械械器器具具小小売売業業））、、中中分分類類6600（（そそのの

他他のの小小売売業業））、、中中分分類類6611（（無無店店舗舗小小売売業業））

大大分分類類MM（（宿宿泊泊業業、、飲飲食食ササーービビスス業業））ののううちち 中中分分類類7766（（飲飲食食店店））、、中中分分類類7777（（持持ちち帰帰りり・・配配達達飲飲食食

ササーービビスス業業））

ササーービビスス業業 大大分分類類GG（（情情報報通通信信業業））ののううちち 中中分分類類3388（（放放送送業業））、、中中分分類類3399（（情情報報ササーービビスス業業））、、

中中分分類類441111（（映映像像情情報報制制作作・・配配給給業業））、、中中分分類類441122

（（音音声声情情報報制制作作業業））、、中中分分類類441155（（広広告告制制作作業業））、、中中

分分類類441166（（映映像像・・音音声声・・文文字字情情報報制制作作にに附附帯帯すするるササーー

ビビスス業業））

大大分分類類KK（（不不動動産産業業、、物物品品賃賃貸貸業業））ののううちち 中中分分類類669933（（駐駐車車場場業業））、、中中分分類類7700（（物物品品賃賃貸貸業業））

大大分分類類LL（（学学術術研研究究、、専専門門・・技技術術ササーービビスス業業））

大大分分類類MM（（宿宿泊泊業業、、飲飲食食ササーービビスス業業））ののううちち 中中分分類類7755（（宿宿泊泊業業））

大大分分類類NN（（生生活活関関連連ササーービビスス業業、、娯娯楽楽業業）） たただだしし、、小小分分類類779911（（旅旅行行業業））はは除除くく

大大分分類類OO（（教教育育、、学学習習支支援援業業））

大大分分類類PP（（医医療療、、福福祉祉））

大大分分類類QQ（（複複合合ササーービビスス業業））

大大分分類類RR（（ササーービビスス業業＜＜他他にに分分類類さされれなないいもものの＞＞））

卸卸売売業業 大大分分類類II（（卸卸売売業業、、小小売売業業））ののううちち 中中分分類類5500（（各各種種商商品品卸卸売売業業））、、中中分分類類5511（（繊繊維維、、衣衣服服

等等卸卸売売業業））、、中中分分類類5522（（飲飲食食料料品品卸卸売売業業））、、中中分分類類5533

（（建建築築材材料料、、鉱鉱物物・・金金属属材材料料等等卸卸売売業業））、、中中分分類類5544

（（機機械械器器具具卸卸売売業業））、、中中分分類類5555（（そそのの他他のの卸卸売売業業））

そそのの他他 上上記記以以外外ののすすべべてて

12.5 時間 22  時時間間

休休日日労労働働 休休日日労労働働+深深夜夜労労働働

割割増増賃賃金金3355%%  以以上上 割割増増賃賃金金6600%%  以以上上

8:30am 10:00pm. 12:00pm

（３）法定休日労働の割増率

例） 法定休日に、午前8時30分から午後12時（休憩1時間）まで労働させた場合

7.5 時間 0.5 時間 4.5 時間 77  時時間間

所所定定労労働働時時間間 法法定定
時時間間内内
労労働働

割割増増賃賃金金2255%%以以上上

法法定定時時間間外外労労働働

割割増増賃賃金金 5500%%  以以上上

法法定定時時間間外外++深深夜夜労労働働

8:30am 5:00pm 5:30pm 10:00pm 5:00am

例） 所定労働時間が午前8時30分から午後5時（休憩1時間）までの場合

（２）時間外（法定外休日）労働の割増率

■１か月について6600時時間間をを超超ええてて時時間間外外労労働働をさせた場合には、その超えた時間の労働について、５５割割以以
上上のの割割増増賃賃金金を支払わなければなりません。
※なお、この１か月６０時間超の時間外労働にかかる５割以上の割増賃金率について、これまで中小事
業主は、適用が猶予されていましたが、法改正に伴い、２２００２２３３年年４４月月11日日以降は、中小事業主にお
いても当該割増率が適用されます。(中小事業主の範囲については、下記参照。)

■１か月６０時間を超える時間外労働の割増賃金率及び１か月の起算日については、労働基準法第８９条
第１項第２号に定める「賃金の決定、計算及び支払の方法」に関するものですから、就業規則に規定す
る必要があります。

（４）月６０時間を超える時間外労働に対する割増賃金率

時時間間外外労労働働割割増増賃賃金金のの毎毎月月定定額額払払いいににつついいてて

労働契約の内容にかかわらず、労働時間に応じた割増賃金の支払いが必要です。
定額払いは、各労働者の労働時間を適正に管理し、前記（１）の計算で算出した支払うべき割増賃
金額が定額払いの金額を超えてしまう場合には、その差額を支払う等の措置を講じていない限り、
認められません。

注注

業業種種
資資本本金金のの額額ままたたはは
出出資資のの総総額額

常常時時使使用用すするる
労労働働者者数数

小小売売業業 55,,000000万万円円以以下下

又又
はは

5500人人以以下下

ササーービビスス
業業

55,,000000万万円円以以下下 110000人人以以下下

卸卸売売業業 １１億億円円以以下下 110000人人以以下下

そそのの他他 ３３億億円円以以下下 330000人人以以下下

※中小企業の範囲について
中小企業の範囲については、「資本金の

額または出資の総額」と「常時使用する労

働者の数」のいずれかが以下の基準を満た

していれば、中小企業に該当すると判断さ

れます。なお、事業場単位ではなく、企業

単位で判断されます。

※日本標準産業分類（2013年10月改定（第13回改定）（平成26年４月１日施行））24
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■１か月６０時間を超える長時間労働は、臨時的な特別の事情によってやむを得ず行うべき
ものです。

■そこで、特に長い時間外労働をさせた労働者に休息の機会を与えることを目的として、１

か月に６０時間を超えて時間外労働を行わせた労働者について、労使協定により、法定割

増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払に代えて、有給の休暇を与えることができることと

したものです。

（５）代替休暇

１か月４５時間超え～ ６０時間以下の

割増率を３０％で労使協定した場合

■深夜労働との関係

深夜（午後10時～午前5時）の時間帯に１か月６０時間を超える法定時間外労働を

行わせた場合の割増賃金率は、深夜割増賃金率２５％以上＋時間外割増賃金率５

０％以上＝７５％以上となります。

■法定休日労働との関係

１か月６０時間の法定時間外労働の算定には、法定休日に行った労働は含まれませ

んが、それ以外の休日に行った法定時間外労働は含まれます。

なお、労働条件を明示する観点や割増賃金の計算を簡便にする観点から、法定休日

とそれ以外の休日を明確に分けておくことが望ましいものです。

法定休日とは？

使用者は１週間に１日または４週間に４日の休日を与えなければなりません。これを「法定休日」といいま

す。法定休日に労働させた場合は３５％以上の率で計算した割増賃金を支払わなければなりません。
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２４ 年次有給休暇（第３９条）

（１）年次有給休暇は、雇入れの日から起算して6か月間継続勤務し、全所定労働日の8割以上出勤
した労働者に対して最低10日を与えなければなりません。
いわゆるパートタイム労働者についても、原則として同様に扱うことが必要です。

①一般の労働者 (週所定労働日数が５日以上または週所定労働時間が３０時間以上の労働者)

継継続続勤勤務務
期期間間

6かか月月 1年年6かか月月 2年年6かか月月 3年年6かか月月 4年年6かか月月 5年年6かか月月
6年年6かか月月

以以上上

付与日数 10 11 12 14 16 18 20

②所定労働日数が少ない労働者（週所定労働日数が4日以下かつ週所定労働時間が30時間未満
の労働者）

週週所所定定

労労働働日日
数数

1年年間間のの

所所定定労労
働働日日数数

継継続続勤勤務務期期間間毎毎のの付付与与日日数数

6か月 1年6か月 2年6か月 3年6か月 4年6か月 5年6か月
6年6か月

以上

4日
169～

216日
7 8 9 10 12 13 15

3日
121～

168日
5 6 6 8 9 10 11

2日
73～

120日
3 4 4 5 6 6 7

1日
48～

72日
1 2 2 2 3 3 3

（２）年次有給休暇の取得時季
年次有給休暇の取得時季については、労働者に時季指定権があります。なお、指定時季が事業
の正常な運営を妨げるような場合は、会社に休暇時季の変更権が認められています。

（３）年次有給休暇の請求権
年次有給休暇の請求権は、労働基準法第115条 の規定により、2年間で時効によって消滅しま
す。年次有給休暇の請求権は基準日に発生するので、基準日から起算して2年間で時効により
消滅することになります。

（４）年次有給休暇を取得したことによる不利益な取扱いの禁止（第136条）
年次有給休暇を取得した労働者に対して、賃金の減額や精皆勤手当及び賞与の算定などに際し
て、欠勤として取り扱うなどの不利益な取扱いはしないようにしなければなりません。

（５）年次有給休暇の計画的付与
年次有給休暇の計画的付与は、労使協定で年次有給休暇を与える時季に関する定めをした場合
で、年次有給休暇のうち５日を超える部分(繰越し分を含む)に限ります。
付与方法としては、例えば事業場全体の休業による一斉付与、班別の交替制付与、年休計画表
による個人別付与などが考えられます。

（６）年次有給休暇の半日付与
労働基準法は、年次有給休暇の付与を1日単位としています。従って、労働者が半日単位で請
求してもこれに応じる法的義務はありません。ただし、請求に応じて半日単位で与えることは
できます。
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（７）年次有給休暇の時間単位付与 (時間単位年休)
①労使協定(※)を締結すれば、年に５日を限度として、時間単位で年次有給休暇を与えることがで
きます。
※労使協定に規定する内容は・・・①時間単位年休の対象労働者の範囲 ②時間単位年休の日数

③時間単位年休１日の時間数 ④１時間以外の時間（2時間、3時間など）を単位とする場合はその時間数

②時間単位年休も年次有給休暇ですので、事業の正常な運営を妨げる場合は使用者による時季変更
権が認められます。（時間単位の請求を日単位に変更したり、日単位の請求を時間単位に変更することは不可）

③労使協定において時間単位年休を取得することができない時間帯を定めておくこと、所定労働時
間の中途に時間単位年休を取得することを制限すること、一日において取得することができる時
間単位年休の時間数を制限すること等は認められません。

(協定例は８６ページ)

（８）年次有給休暇の賃金の支払い
①年次有給休暇を取得中の賃金については、就業規則その他に定めるものの規定に基づき、平均賃
金または所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払わなければなりません。
ただし、過半数労働組合または労働者の過半数代表者との書面による協定により、健康保険法の
標準報酬月額の３０分の１に相当する金額を支払う旨の定めをしたときは、これを支払わなけれ
ばなりません。

②時間単位年休に対して支払われる賃金は、①の金額をその日の所定労働時間で除して得た金額を
当該時間に応じて支払うことになります。

2019（平成31）年４月から、全全ててのの企企業業において、法法律律上上1100日日以以上上のの年年次次有有給給休休暇暇がが付付与与さされれ

るる労労働働者者に対して、年次有給休暇の日数のうち年年５５日日については、、使使用用者者がが時時季季をを指指定定ししてて取取得得ささ

せせるるここととがが必必要要となりました。

≪≪ポポイインントト≫≫
● 対象者について
法律上、年年次次有有給給休休暇暇がが１１００日日以以上上付付与与さされれるる労労働働者者が対象です。労働者には、管理監督者やパート・ア
ルバイト、有期雇用労働者など全全ててのの労労働働者者が含まれます。前ページの表を参照し、１０日以上の年次有
給休暇が付与される労働者に留意しましょう。

● 5日の時季指定義務について
対象者ごとに、年次有給休暇を付付与与ししたた日日（（基基準準日日））かからら11年年以以内内にに５５日日について、使用者が取得時季を指
定して与える必要があります。ただし、11年年以以内内にに労労働働者者がが自自らら申申しし出出てて取取得得ししたた年年次次有有給給休休暇暇のの日日数数やや、、
労労使使協協定定でで取取得得時時季季をを定定めめてて与与ええたた計計画画的的付付与与のの日日数数ににつついいててはは、、そそのの日日数数分分をを時時季季指指定定義義務務がが課課さされれるる
年年５５日日かからら控控除除すするる必必要要ががあありりまますす。。

● 時間単位の年次有給休暇について
半日単位の年次有給休暇で取得した日数は、0.5日として使用者が時季指定すべき年５日の年次有給休暇か
ら控除することとなりますが、時時間間単単位位のの年年次次有有給給休休暇暇でで取取得得ししたた時時間間ににつついいててはは控控除除すするるここととははででききまま
せせんん。。

● 所定休日を労働日に変更し、年次有給休暇の時期指定をすることができるか
上記のような手法は、実実質質的的にに年年次次有有給給休休暇暇のの促促進進ににつつななががっってておおららずず、、望ましいものではありません。

● 法定の年次有給休暇に加えて、会会社社独独自自にに法法定定外外のの有有給給のの特特別別休休暇暇をを設設けけてていいるる場合 について
上記のような特別休暇を取得した日数を、使用者が時季指定すべき年５日の年次有給休暇から控控除除すするるここ
ととははででききまませせんん。。

たとえば、労働基準法第115条の時効が経過した後においても、取得の事由及び時季を限定せず、
法定の年次有給休暇日数を引き続き取得可能としている場合のように、法定の年次有給休暇日数を上
乗せするものとして付与されるものを除く。

※※

※※
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● 時季指定の方法
使用者は、時季指定するにあたっては、①あらかじめ時季指定により年次有給休暇を与えることを労働
者に明らかにした上で、その時季について労働者の意見を聴かなければなりません。②その上で聴取した
意見を尊重するよう努めなければなりません。

● 年次有給休暇管理簿について
使用者は、労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、当該管理簿を３年間保存しなければなりません。
⇒ 時季、取得日数、基準日を労働者ごとに明らかにした書類（年次有給休暇管理簿）を作成し、当該年
休付与にかかる1年間及び当該期間の満了後３年間保存しなければなりません（年次有給休暇管理簿は労
働者名簿又は賃金台帳とあわせて調整することができます。また、必要なときにいつでも出力できる仕組
みとした上で、システム上で管理することも差し支えありません。）。

（例）以下のような必要事項を既存の各人の有給休暇管理簿、労働者名簿又は賃金台帳に盛りこむ

● 就業規則による規定
休暇に関する事項は就業規則の絶対的必要記載事項（労働基準法第89条）であるため、使用者による年
次有給休暇の時季指定を実施する場合は、時季指定の対象となる労働者の範囲及び時季指定の方法等につ
いて、就業規則に記載しなければなりません。

労働者

①使用者が労働者に取得時季の意見を聴取

②労働者の意見を尊重し使用者が取得時季を指定

使用者

｢○月×日に休み
たいです」

｢｢いいつつ年年次次有有給給休休暇暇をを
取取得得ししたたいいでですすかか？？」」

労働者 使用者
｢｢そそれれでではは、、○○月月××日日
にに休休んんででくくだだささいい」」

（図解）時季指定の流れ

年次
有給
休暇
取得
日数

基準日（労働基準法
第39条第７項関係） 220022１１//４４//１１

基準日から１年以内
の期間における年次
有給休暇の取得日数

１１７７..５５日日

年次有給休暇を取
得した日付

220022１１//
44//３３００

220022１１//
55//６６

220022１１//
５５//７７

220022１１//
77//11

220022１１//
88//９９

220022１１//
88//11００

220022１１//
88//11２２

220022１１//
88//11３３

220022１１//
９９//２２11

220022１１//
９９//２２２２

220022１１//
99//22４４

220022１１//
1100//８８
午午前前

220022１１//
1111//55

220022１１//
1122//66

220022２２//
11//1144

220022２２//
22//1100

220022２２//
33//11

220022２２//
33//１１00

日数（補足：基準日から1年以内の期間（基準日が２つ存在する場合は、1つ

目の基準日から2つ目の基準日の1年後までの期間）における年休取得日数）

基準日（補足：基準日が２つ存在する場合には、基準日を２つ記載する必

要があります。）

時季（年次有給休暇を取得した日付）

（規定例）第○条

１項～４項（略） （※）厚生労働省HPで公開しているモデル就業規則をご参照ください。

５ 第１項又は第２項の年次有給休暇が10日以上与えられた労働者に対しては、第３項の規定にかかわらず、付

与日から１年以内に、当該労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日について、会社が労働者の意見を聴取し、

その意見を尊重した上で、あらかじめ時季を指定して取得させる。ただし、労働者が第３項又は第４項の規定によ
る年次有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数分を５日から控除するものとする。
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使使用用者者にによよるる時時季季指指定定がが不不要要ととななるるケケーースス（（例例））使使用用者者にによよるる時時季季指指定定がが不不要要ととななるるケケーースス（（例例））

法律上、以下ケース１のように労労働働者者がが自自らら５５日日以以上上のの休休暇暇をを取取得得すするる場場合合はは時時季季指指定定をを要要ししなないいとと

ししてていいまますす。。以下ケース２のように労働者の申出による取得が５日未満となるような場合は、不足日

数分につき、使用者が時季指定して、年次有給休暇が５日以上となるようにしなければなりません。

ケケーースス１１ 労労働働者者のの請請求求にによよるる年年次次有有給給休休暇暇取取得得がが５５日日以以上上ででああるる場場合合

労働者が自ら５日以上の年次有給休暇を取得する場合、使用者は時時季季指指定定をを要要せせずず、、ままたた、、すするるこことともも
ででききまませせんん。。

（図解）2021/4/1に10日以上の年次有給休暇を付与された労働者が、その後1年以内に5日以上の
休暇を自自らら取取得得ししたた場場合合

2021/4/1

①10日以上付与 ②自らの取得日数が5日以上 使使用用者者のの時時季季指指定定はは要要せせ

ずず、、ままたた、、すするるここととももでで

ききなないい。。
→年５日の休暇を取得させる義務が発生

2022/3/31

：労働者の請求により取得した年次有給休暇 ：使用者の時季指定により取得した年次有給休暇

ケケーースス２２ 労労働働者者のの請請求求にによよるる年年次次有有給給休休暇暇取取得得がが５５日日未未満満ででああるる場場合合

②取得日数５日未満 使用者の時季指定が必必要要、

このままでは法違反

③2022/3/31までに休休暇暇取取得得日日数数がが５５日日以以上上ととななるるよようう使使用用者者がが時時季季指指定定ししななけけれればばななららなないい

2021/4/1

①10日以上付与

→年５日の休暇を取得させる義務が発生

2022/3/31

（図解）2021/4/1に10日以上の年次有給休暇を付与された労働者が、その後1年以内に5日以上の
休暇を自自らら取取得得ししそそううにになないい場場合合

2021/4/1 2022/3/31

労働者の申出による取得が５日未満となるような場合は、不不足足日日数数分分ににつつきき、、使使用用者者がが時時季季指指
定定ししてて、、年年次次有有給給休休暇暇取取得得がが５５日日以以上上ととななるるよよううににししななけけれればばななりりまませせんん。。
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≪≪ ５５．．年年少少者者のの労労働働基基準準 ≫≫

２７ 最低年齢（第５６条）

児童（満15歳に達した日以後の最初の3月31日を終了していない者）を労働者として使

用することは禁止されています。

例外的措置： 非工業的事業では、満13歳以上、さらに、映画製作･演劇の事業では満13歳未満の児童でも所轄

労働基準監督署長の許可を条件として、例外的に修学時間外に働かせることができます。

２８ 年少者の証明（第５７条）

年少者（満18歳未満の者）を使用する場合には年齢証明書（戸籍謄本ではなく住民票記

載事項証明書）を、許可を受けて児童を使用する場合にはさらに学校長の証明書と親権者

等の同意書を、事業場に備え付けなければなりません。

３０ 年少者の労働時間・休日（第６０条）

（１）年少者については各種変形労働時間制、労使協定による時間外休日労働、労働時間･休

憩の特例は原則として適用されません。

３１ 年少者の深夜業（第６１条）

年少者を深夜（午後10時～午前5時）に働かせることは、原則として禁止されています。

２９ 未成年者の労働契約（第５８条）

（１）親権者又は後見人が未成年者に代わって労働契約を締結することは禁止されています。

したがって、未成年者の労働契約は、未成年者が親権者または後見人の同意を得て、

自ら締結することとなります。

（２）また、未成年者が締結した労働契約がその未成年者に不利であると認められる場合に

は親権者、後見人または所轄労働基準監督署長は、その労働契約を将来に向かって解

除することができます。

（２）許可を受けて使用する児童の法定労働時間は、労働時間と修学時間を合計して1週40

時間、1日7時間とされています。
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≪≪ ６６．．女女性性のの労労働働基基準準 ≫≫

３３ 妊産婦等の就業制限業務（第６４条の２、第６４条の３ ）

（１）妊娠中の女性及び使用者に申し出た産後１年を経過しない女性を、坑内業務に就かせて

はいけません。

（２）妊産婦を妊娠、出産、哺育などに有害な業務（重量物の取扱いや有害ガスを発散する場

所における業務その他）に就かせてはいけません。

（３）女性の妊娠又は出産に係る機能に有害な業務については、妊産婦以外の女性についても

就かせてはいけません。

＊妊産婦とは、妊娠中及び産後１年を経過しない女性をいいます。
＊平成２４年１０月１日以降、法令改正により、妊産婦以外の女性の就業禁止業務の範囲が拡大しています。

３２ 年少者の就業制限業務（第６２条、第６３条）

（１）年少者をクレーン等の運転業務・玉掛け業務、高さが５メートル以上の場所で墜落のお

それのあるところにおける業務、足場の組立等の業務などの危険な業務に就かせてはい

けません。

（２）年少者を爆発性・発火性・引火性の物などの危険物を扱う業務や、酒席における接待業

務に就かせてはいけません。

（３）年少者を坑内で労働させてはいけません。

（１）6週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産予定*1､3の女性が休業を請求した場合

には、その者を就業させてはいけません。また、妊娠中の女性が請求した場合には、他

の軽易な作業に転換させなければなりません。

*1 「出産」とは、妊娠４か月以上（１か月２８日として計算するため８５日以上）の分娩をいい、死産

も含みます。なお、出産当日は産前6週間に含まれます。

*2 産後休業は女性労働者からの請求がなくても与えなければなりません。

*3 産前6週間の期間は自然分娩予定日を基準として計算し、産後8週間の期間は現実の出産日を基準とし

て計算します。

３４ 産前産後休業（第６５条）

（２）産後8週間*2､3を経過しない女性を就業させてはいけません。ただし、産後6週間を経

た女性が請求した場合には、医師が支障がないと認めた業務に就業させることは差し

支えありません。
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３５ 妊産婦の労働時間（第６６条）

（１）使用者は、変形労働時間制がとられる場合にも、妊産婦が請求した場合、1日及び1週

間の法定労働時間を超えて労働させることができません。

３６ 育児時間（第６７条）

生後満1年に達しない生児を育てる女性から請求があった場合には、休憩時間のほかに、

1日2回それぞれ少なくとも30分の生児を育てるための時間を与えなければなりません。

３７ 生理日の就業が著しく困難な女性に対する措置（第６８条）

生理日の就業が著しく困難な女性が休暇（半日、時間単位でも足ります）を請求したとき

は、その者を就業させてはなりません。

（２）また、妊産婦が請求した場合、時間外･休日労働及び深夜業をさせてはなりません。
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４１ 労働者名簿及び賃金台帳の調製と記録の保存
（第１０７条～１０９条）

（１）労働者名簿は、各事業場ごとに、各労働者（日々雇入れられる者を除く）について調

製しなければなりません。また、記載事項に変更があった場合は、遅滞なく訂正しな

ければなりません。

労労働働者者名名簿簿のの記記載載事事項項

① 労働者の氏名
② 生年月日
③ 履歴
④ 性別
⑤ 住所
⑥ 従事する業務の種類（常時30人未満の労働
者を使用する事業場では記載を要しない）

⑦ 雇い入れの年月日
⑧ 退職年月日及びその事由（解雇の場合はその
理由）

⑨ 死亡の年月日及びその原因

賃賃金金台台帳帳のの記記載載事事項項

① 賃金計算の基礎となる事項
② 賃金の額
③ 氏名
④ 性別
⑤ 賃金計算期間
⑥ 労働日数
⑦ 労働時間数
⑧ 時間外労働、休日労働及び深夜労働の労働時間数
⑨ 基本給、手当その他の賃金の種類ごとにその金額
⑩ 労使協定により賃金の一部を控除した場合はその
金額

■■記記録録のの保保存存のの起起算算日日

労 働 者 名 簿 労働者の死亡、退職または解雇の日

賃 ⾦ 台 帳 最後の記入をした日

雇 入 れ 、 退 職 に 関 す る 書 類 労働者の退職または死亡の日

災 害 補 償 に 関 す る 書 類 災害補償を終わった日

その他労働関係の重要な書類 その完結の日

（２）賃金台帳についても、各事業場ごとに調製し、賃金の支払いの都度、遅滞なく、各労

働者ごとに記入しなければなりません。

（３）なお、労働者名簿、賃金台帳その他労働関係に関する重要な書類は、５年間（当分の

間は３年間）の保存義務があります。いずれの書類も、必要事項が記載されていれば

どんな様式でも構わないことになっています。

※賃金の支払期日が記録の完結の日などより遅い場合には、支払期日が起算日となります。
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（（１１））総総括括安安全全衛衛生生管管理理者者（（労労働働安安全全衛衛生生法法第第 1100 条条））  

事業者は、下記の業種・規模の事業場ごとに、総括安全衛生管理者を選任し、安全管理者、衛生管

理者を指揮して、労働者の危険又は健康障害を防止するための業務を統括管理させる必要がありま

す。 

① 常常時時１１００００人人以以上上のの労労働働者者をを使使用用する 林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業 

② 常常時時３３００００人人以以上上のの労労働働者者をを使使用用する 製造業（物の加工業を含む。）、電気業、ガス業、熱供給業、

水道業、通信業、各種商品卸売業、家具・建具・じゅう器等卸売業、各種商品小売業、家具・建具・

じゅう器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備業、機械修理業 

③ 常常時時１１,,００００００人人以以上上のの労労働働者者をを使使用用する 上記①、②以外の業種 
（（２２））安安全全管管理理者者（（第第 1111 条条））  

事業者は、常常時時５５００人人以以上上の労働者を使用する下記の業種の事業場ごとに、資格を有する者のうち

から、安全管理者を選任し、安全に係る技術的事項を管理させる必要があります。 

・ 林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業、製造業（物の加工業を含む。）、電気業、ガス業、熱供給

業、水道業、通信業、各種商品卸売業、家具・建具・じゅう器等卸売業、各種商品小売業、家具・

建具・じゅう器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備業、機械修理業 
（（３３））衛衛生生管管理理者者（（第第 1122 条条）） 

事業者は、常常時時５５００人人以以上上の労働者を使用する事業場ごとに、資格を有する者のうちから、衛生管

理者を選任し、健康管理や作業環境等の労働衛生に係る事項を管理させる必要があります。 
（（４４））安安全全衛衛生生推推進進者者等等（（第第１１２２条条のの２２）） 

事業者は、常常時時１１００人人以以上上５５００人人未未満満の労働者を使用する事業場ごとに、下記①の業種の事業場は、

資格を有する者のうちから、安安全全衛衛生生推推進進者者を選任し、安全衛生業務を担当させる必要があり、下

記②の業種の事業場は、資格を有する者のうちから、衛衛生生推推進進者者を選任し、労働衛生業務を担当さ

せる必要があります。 

① 安全管理者を選任しなければならない業種と同じ 

② 上記以外の業種 
（（５５））産産業業医医（（第第 1133 条条））  

事業者は、常常時時５５００人人以以上上の労働者を使用する事業場ごとに、産業医を選

任し、労働者の健康管理等を行わせる必要があります。 

ⅡⅡ  労労働働安安全全衛衛生生法法ににつついいてて    
 

 

 

 

 

     

  

 

 

 

 

  

 

 

                                                                                                                                                          

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（６６））作作業業主主任任者者（（第第 1144 条条））  

事業者は、下下記記のの危危険険又又はは有有害害なな作作業業について、資格を有する者のうちから作業主任者を選任し、

作業に従事する労働者の指揮等を行わせる必要があります。 

・ 高圧室内作業、ガス溶接作業、林業架線作業、ボイラー取扱作業、エックス線作業、ガンマ線透過

写真撮影作業、木材加工用機械作業、プレス機械作業、乾燥設備作業、コンクリート破砕器作業、

地山の掘削作業、土止め支保工作業、ずい道等の掘削作業、ずい道等の履工作業、採石のための掘

削作業、はい作業、船内荷役作業、型枠支保工の組立て等作業、足場の組立て等作業、建築物等の

鉄骨の組立て等作業、鋼橋架設等の作業、木造建築物の組立て等作業、コンクリート造の工作物の

解体等作業、コンクリート橋架設等作業、第一種圧力容器取扱作業、特定化学物質取扱等作業、鉛

作業、四アルキル鉛等作業、酸素欠乏危険作業、有機溶剤等作業、石綿等作業         

（※ 作業内容の詳細等は労労働働安安全全衛衛生生規規則則等等をを確確認認して下さい。） 
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（（７７））安安全全委委員員会会（（第第 1177 条条））  

事業者は、、下記の業種の事業場ごとに、安全委員会を設け、労働者の危険防止に関する事項等を 

調査審議させ、意見を述べさせる必要があります。 

① 常常時時 5500 人人以以上上のの労労働働者者をを使使用用する 林業、鉱業、建設業、製造業（木材・木製品製造業、化学工業、

鉄鋼業、金属製品製造業、輸送用機械器具製造業、自動車整備業、機械修理業に限る。）、運送業（道

路貨物運送業、港湾運送業に限る。）、清掃業 

② 常常時時 110000 人人以以上上のの労労働働者者をを使使用用する 上記以外の製造業（物の加工業を含む。）、上記以外の運送業、

電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信業、各種商品卸売業、家具・建具・じゅう器等卸売業、

各種商品小売業、家具・建具・じゅう器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業 
（（８８））衛衛生生委委員員会会（（第第 1188 条条））  

事業者は、常常時時５５００人人以以上上の労働者を使用する事業場ごとに、衛生委員会を設け、労働者の健康障

害防止と健康保持増進に関する事項等を調査審議させ、意見を述べさせる必要があります。 
（（１１））事事業業者者のの講講ずずべべきき措措置置等等（（第第２２００条条～～第第２２５５条条））  

事業者は、労働者の危険又は健康障害を防止するため下記の措置を講ずる必要があります。 

① 機械・器具その他の設備、爆発性・発火性・引火性の物等や電気・熱等のエネルギーによる危険を防

止するための措置 

② 掘削、採石、荷役、伐木等の業務の作業方法から生じる危険を防止するための措置 

③ 墜落のおそれのある場所、土砂等が崩壊するおそれのある場所等に係る危険を防止するための措置 

④ 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体、放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、

異常高圧、排気、排液等による健康障害を防止するための措置 

⑤ 通路・床面・階段等の保全、換気、採光、照明、保温、防湿、休養、避難、清潔に必要な措置 

⑥ 労働者の作業行動から生じる労働災害を防止するために必要な措置  

（（２２））労労働働者者のの遵遵守守義義務務（（第第 2266 条条）） 

労働者は、事業者が労働災害防止のために講じた事項を遵守する必要があります。 
（（３３））リリススククアアセセススメメンントト（（第第 2288 条条のの 22）） 

事業者は、建建設設物物・・設設備備・・原原材材料料・・ガガスス・・蒸蒸気気・・粉粉じじんん等等よよるる危危険険性性又又はは有有害害性性等等及及びび作作業業行行動動そそのの

他他業業務務にに起起因因すするる危危険険性性又又はは有有害害性性等等をを調調査査し、その結果に基づいて労働者の危険又は健康障害を防

止するための必要な措置を講ずるよう努める必要があります。 

なお、一一定定のの化化学学物物質質は、第第 5577 条条のの３３により必ず危険性又は有害性等の調査を行う必要があります。

３ 機械並びに危険物及び有害物に関する規制 

２ 労働者の危険又は健康障害を防止するための措置 

（（１１））機機械械等等にに関関すするる規規制制（（第第 3377 条条～～第第 4400 条条、、第第４４２２条条、、第第４４５５条条））  

機械等は、下記の規制があります。 

① 特に危険な作業を必要とするボボイイララーー、、ククレレーーンン等等のの機機械械ののううちち一一定定のの条条件件以以上上のの「「特特定定機機械械等等」」

を製造する者は、労労働働局局長長のの許許可可を受ける必要があります。 

また、製造、輸入した際等は、労働局長等の検査を受検し、検検査査証証の交付を受ける必要があり、検

査証がないと特定機械等を使用することや譲渡等ができません。  

42 

42



  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（１１））安安全全衛衛生生教教育育（（第第 5599 条条）） 

事業者は、労働者を雇い入れたときや作業内容を変更したときは、 

安全又は衛生のための教育を行う必要があります。 

また、特定の危険又は有害な業務に労働者を就かせるときは、特別の教育を行う必要があります。

（（２２））職職長長等等のの教教育育（（第第 6600 条条））  

事業者は、新たに職務に就くことになった職長等に、作業方法の決定、指導監督の方法等につい

て、安全又は衛生の教育を行う必要があります。 
（（３３））就就業業制制限限（（第第 6611 条条））  

事業者は、ククレレーーンンのの運運転転そそのの他他のの業業務務でで特特定定のの危危険険業業務務については、免免許許をを受受けけたた者者又又はは技技能能

講講習習をを修修了了ししたた者者等等のの資資格格をを有有すするる者者でないと就かせてはなりません。 

また、その資格を有しない者は、その業務を行うことができません。 
（（４４））中中高高年年齢齢者者、、身身体体障障害害者者へへのの配配慮慮（（第第 6622 条条））  

事業者は、中高年齢者、身体障害者等の労働災害の防止に当たって特に配慮を要する者について、

心身の状態に応じ適正な配置に努める必要があります。 
（（１１））作作業業環環境境測測定定（（第第 6655 条条、、第第 6655 条条のの 22））  

事業者は、有有害害なな業業務務をを行行うう屋屋内内作作業業場場等等について、作業環境測定を行い、その結果を記録し、改

善の必要があるときは、適切な措置を講じる必要があります。 

（（２２））危危険険物物及及びび有有害害物物にに関関すするる規規制制（（第第 55５５条条～～第第 55８８条条））  

化学物質等は、下記の規制があります。 

① ベベンンジジジジンン等等の労働者に重度の健康障害を生じさせる有害物は、原則と 

して、製製造造、、輸輸入入、、譲譲渡渡、、提提供供、、使使用用ががででききまませせんん。 

② ジジククロロルルベベンンジジジジンン等等の労働者に重度の健康障害を生じさせる有害物の 

製造者は、厚厚生生労労働働大大臣臣のの許許可可を受ける必要があります。 

③ ベベンンゼゼンン等等の労働者に健康障害を生じさせるおそれのある危険又は有害なものを譲渡又は提供す

る者は、容器又は包装に名名称称、、人人体体にに及及ぼぼすす作作用用、、危危険険有有害害性性をを表表すす標標章章（（絵絵表表示示））等等をを表表示示し、

文書の交付等により相手方に危険性又は有害性に関する事項を通知する必要があります。  

④ 化学物質のうち、通知対象物質等（第第 5566 条条のの製製造造のの許許可可物物質質及及びび労労働働安安全全衛衛生生法法施施行行令令別別表表第第

９９のの物物質）は、必ず危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）を行う必要があります。 

４ 労働者の就業に当たっての措置 

５ 健康の保持増進のための措置 

② 「「特特定定機機械械等等」」以以外外のの危危険険又又はは有有害害なな作作業業をを伴伴うう等等のの一一定定のの機機械械等等は、法法定定のの規規格格、、安安全全装装置置をを

具具備備しなければ譲渡、設置等ができません。 

③ ボイラーその他の機械等は、定期に自主検査を行い、その結果を記録し保存する必要があります。 

また、それらの機械等のうち、ププレレスス機機械械ややフフォォーーククリリフフトト等等のの機機械械は、 

法定の資格者又は検査業者による特特定定自自主主検検査査を行う必要があります。 
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（（２２））健健康康診診断断（（第第 6666 条条））      ＊詳しくは、４５ページをご参照ください。  

事業者は、労働者に、雇雇入入れれ時時やや 11 年年以以内内ごごととにに 11 回回、、定定期期にに健康診断を行う必要があります。 

また、深深夜夜業業ななどどのの特特定定業業務務従従事事者者に、66 かか月月以以内内ごごととにに 11 回回、、定定期期にに健康診断を行う必要があ 

ります。 
（（３３））スストトレレススチチェェッックク（（第第 6666 条条のの 1100））＊詳しくは、４７ページをご参照ください。

事業者は、労働者に、１１年年以以内内ごごととにに１１回回、医師、保健師等による心心理理的的なな負負

担担のの程程度度をを把把握握すするるたためめのの検検査査を行う必要があります。（※ 労働者５０人未満

の事業場は当分の間は努力義務） 
（（４４））受受動動喫喫煙煙のの防防止止（（第第 6688 条条のの 22））  

事業者は、労働者の受動喫煙を防止するための措置を行うよう努める必要があります。 
（（１１））労労働働者者死死傷傷病病報報告告（（第第 110000 条条））  

事業者は、労働災害により、死亡し、又は休業した時は、遅滞なく様式第 23 号による報告書を所轄

労働基準監督署長に提出する必要があります。 

休業の日数が 4 日に満たないときは、四半期ごとにその翌月の末までに、様式第２４号による報告

書を所轄労働基準監督署長に提出する必要があります。 

 

（（２２））そそのの他他のの報報告告（（第第 110000 条条）） 

事業者は、安全・衛生管理者等の選任、健康診断結果等を報告する必要があります。 

６ 報告等 

７ その他 
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（（１１））計計画画のの届届出出（（第第 8888 条条））  

事業者は、下記の計画を事前に届け出る必要があります。 

① 危険又は有害な作業を伴う機械の設置、移転等の計画（工工事事 3300 日日前前ままででに労働基準監督署長に届出）

②  建設業又は土石採取業の仕事の計画（工工事事 1144 日日前前ままででに労働基準監督署長に届出） 

③ 特に大規模な建設業の工事の計画（工工事事 3300 日日前前ままででに厚生労働大臣に届出） 
（（２２））法法令令等等のの周周知知（（第第 110011 条条）） 

事業者は、労働安全衛生法、そのほか関係政省令の要旨を作業場の見やすい場所に掲示する等に

より、労働者に周知する必要があります。 

（（３３））書書類類のの保保存存（（第第 110033 条条））  

事業者は、労働安全衛生法に基づく特別教育の実施記録、健康診断結果、定期自主検査の実施記

録、作業環境測定の結果などの書類を一定期間保存する必要があります。 
必ず、労働安全衛生法 

労働安全衛生法施行令 

労働安全衛生規則 

等をチェックしてね！ 

労働安全衛生法 検検  索索  
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事業者は、１年以内ごとに１回、定期に、健康診断を実施しなければなりません。 

 また、新しく労働者を雇い入れるときは、雇入れの直前又は直後に健康診断を実施しなけ

ればなりません。 

なお、雇入れ時の健康診断は、適正配置や入職後の健康管理のためのもので、採用選考の

ためのものではありません。 

 

 

深夜業などの特定業務に常時従事する労働者に対しては、当該業務への配置替えの際及び

６か月以内ごとに１回、定期に、健康診断を実施しなければなりません。 

 ただし、胸部エックス線検査については、1 年以内ごとに１回、定期に行えば足ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※有機溶剤、特定化学物質、鉛、電離放射線、粉じん作業などに従事する労働者については、

別途省令等で特殊健康診断の実施が義務づけられています。 

 なお、特定化学物質取扱業務従事者に係る特殊健康診断の項目の見直しがなされています

のでご留意ください。 

※「深夜業を含む業務」とは、常態として深夜業（２２時から翌朝５時）を１週１回以上又

は１か月に４回以上行う業務をいいます。 

労働者数 50 名以上の事業場については、定期健康診断、特定業務従事者に対する健康診断の結果に 

ついて、遅滞なく定期健康診断結果報告書を提出することが法令で義務づけられています。 

雇入れ時の健康診断は、結果報告の必要はありません。 

なお、令和２年８月28日から健康診断個人票や定期健康診断結果報告書等について医師、歯科医師、

産業医の押印が不要となりました。 

定定期期健健康康診診断断（（労労働働安安全全衛衛生生規規則則第第４４４４条条））    

  雇雇入入時時のの健健康康診診断断（（労労働働安安全全衛衛生生規規則則第第４４３３条条））

８ 健康診断（労働安全衛生法第６６条）

特特定定業業務務従従事事者者にに対対すするる健健康康診診断断（（労労働働安安全全衛衛生生規規則則第第４４５５条条））
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イ 多量の高熱物体を取り扱う業務及び著し

く暑熱な場所における業務 

ロ 多量の低温物体を取り扱う業務及び著し

く寒冷な場所における業務 

ハ ラジウム放射線、エックス線その他の有

害放射線にさらされる業務 

ニ 土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著し

く飛散する場所における業務 

ホ 異常気圧下における業務 

ヘ さく岩機、鋲打ち機等の使用によって、

身体に著しい振動を与える業務 

ト 重量物の取扱い等重激な業務 

チ ボイラー製造等強烈な騒音を発する場所にお

ける業務 

リ 坑内における業務 

ヌ 深夜業を含む業務 

ル 水銀、ヒ素、黄りん、フッ化水素酸、塩酸、硝

酸、硫酸、青酸、か性アルカリ、石炭酸その他

これらに準ずる有害物を取り扱う業務 

ヲ 鉛、水銀、クロム、ヒ素、黄りん、フッ化水素、

塩素、塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化炭素、

二硫化炭素、青酸、ベンゼン、アニリンその他

これらに準ずる有害物のガス、蒸気又は粉じん

を発散する場所における業務 

ワ 病原体によって汚染のおそれが著しい業務 

カ その他厚生労働大臣が定める業務（未制定） 

特特定定業業務務ととはは  
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検検  査査  項項  目目  定定期期  雇雇入入時時

既往歴及び業務歴の調査 ○ ○ 

自覚症状及び他覚症状の有無の検査 ○ ○ 

身長 ①① ○ 

体重 ○ ○ 

腹囲 ②② ○ 

視力 ○ ○ 

聴力 ④④ ○ 

胸部エックス線検査 ③③ ○ 

喀痰検査 ⑤⑤ × 

血圧 ○ ○ 

貧血検査 血色素量 ②② ○ 

赤血球数 ②② ○ 

肝機能検査  

 

ＧＯＴ  ②② ○ 

ＧＰＴ ②② ○ 

γ－ＧＴＰ ②② ○ 

血中脂質検査 血清トリグリセライド ②② ○ 

ＨＤＬコレステロール ②② ○ 

ＬＤＬコレステロール ②② ○ 

血糖検査 ②② ○ 

尿検査 蛋白 ○ ○ 

糖 ○ ○ 

心電図検査 ②② ○ 

 

血糖検査は、空腹時血糖に加え随時血糖も可、追加で行う HbA1c の検査は、同一検体等を利用して実施することが望まし

い。尿検査についても、検査項目に加え血清クレアチニン検査も同一検体を利用して実施することが望ましい。 

(平成 29 年 8 月 4日、基発 0804 第４号 参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

①① 20 歳以上の者については、医師の判断に

基づき省略可 

 

②② 40 歳未満（35 歳を除く）の者については、

医師の判断などに基づき省略可 

 

③③ 40 歳未満の者については、以下のア～ウ

以外の者で、医師が必要でないと認めると

きは省略可 

ア 20 歳、25 歳、30 歳及び 35 歳の者 

イ 感染症法で結核にかかる定期健康診 

断の対象とされている施設の労働者 

ウ じん肺法で３年に１回のじん肺健康 

診断の対象とされている労働者 

 

④④ 1000 及び 4000ヘルツの音を用いてオージ

オメーターで検査する必要がありますが、

45 歳未満（35 歳、40 歳を除く）の者につ

いては、他の検査方法（音叉など）に代え

ることができます。 

 

⑤⑤ 胸部エックス線検査により病変及び結核

発病のおそれがないと診断された者につ

いて医師の判断に基づき省略可 

 

※ 雇入時の健康診断には省略項目はありま

せん。 

 

※ 特定業務従事者に対する健康診断は、定期

健康診断の医師による省略基準に加え、以

下により検査項目を省略することができ

ます。 

 年２回の聴力検査のうち１回は、医師

が適当と認める方法を用いてもよい。 

 貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査、

血糖検査、心電図検査については、年２

回のうち１回は、医師が必要でないと認

める時は省略可 

常時使用する短時間労働者（パート･アルバイト）についても、労働安全衛生法の規定に基づく健康診断を実

施しなければなりません。 

 「常時使用する短時間労働者」とは、次の①及び②のいずれの要件をも満たす者です。 

① 期間の定めのない労働契約により使用される者であること。（以下の者を含みます） 

・期間の定めのある労働契約により使用される者であって、契約期間が 1年以上である者 

・期間の定めのある労働契約により使用される者であって、契約更新により 1年以上使用されることが予定されている者

・期間の定めのある労働契約により使用される者であって、契約更新により 1年以上引き続き使用されている者 

② その者の 1 週間の労働時間数が当該事業場において同種の業務に従事する通常の労働者の 1 週間の所定労働時間数の 4 分

の 3以上であること。 

検検査査項項目目とと省省略略基基準準  
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Ⅴ パートタイム労働者・有期雇用労働者の

雇用管理について
パートタイム労働者や有期雇用労働者の待遇は、一般に、働きや貢献に見合ったものとならず、

通常の労働者と比較して低くなりがちな状況にあります。そこで、２０２０年４月１日（中小企業

は２０２１年４月１日）から改正・施行されているパパーートトタタイイムム・・有有期期雇雇用用労労働働法法（短時間労働者

及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律）では、パートタイム労働者及び有期雇用労

働者の就業の実態を考慮して雇用管理の改善に関する措置などを講ずることにより、同一企業内に

おける通常の労働者とパートタイム労働者及び有期雇用労働者との間の不合理な待遇の差をなくし、

どのような雇用形態を選択しても待遇に納得して働き続けることができるよう、通常の労働者と

パートタイム労働者及び有期雇用労働者との均等・均衡待遇の確保を推進することを目指していま

す。

パートタイム・有期雇用労働法の対象となる労働者は、パパーートトタタイイムム労労働働者者及び有有期期雇雇用用労労働働

者者です。

◆【パートタイム労働者の定義】

パートタイム労働者（短時間労働者）とは、「１週間の所定労働時間が同一の事業主に雇用さ

れる通常の労働者の１週間の所定労働時間に比べて短い労働者」です。

◆【有期雇用労働者の定義】

事業主と期間の定めのある労働契約を締結している労働者をいいます。

◆【通常の労働者の定義】

いわゆる正規型の労働者と無期雇用フルタイム労働者（事業主と期間の定めのない労働契約を締

結しているフルタイム労働者）をいいます。なお、パートタイム労働者に該当するかどうかは、同

種の業務に従事する通常の労働者と比較して判断します。

≪≪ １１．．法法のの対対象象ととななるる労労働働者者ととはは ≫≫
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≪≪ ２２．．パパーートトタタイイムム・・有有期期雇雇用用労労働働法法のの概概要要 ≫≫

１ 労働条件に関する文書の交付等（第６条）

（１）事業主は、パートタイム・有期雇用労働者を雇い入れたときは、速やかに「昇給の有無」、「退職

手当の有無」、「賞与の有無」、「相談窓口」を文書の交付等により明示しなければなりません。

（２）労働基準法(第15条)では、パートタイム労働者・有期雇用労働者も含めて、労働者を雇い入れる際

に、労働条件を明示することが事業主に義務づけられていますが、パートタイム・有期雇用労働法
ではそれらに加えて上記４項目について文書などによる明示が義務づけられています。
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２ 均等・均衡待遇の確保の推進（第８条ほか）

（（１１））不不合合理理なな待待遇遇のの禁禁止止（（第第８８条条））
事業主は、雇用するパートタイム・有期雇用労働者の基本給、賞与その他の待遇それぞれについ
て、その待遇に対応する通常の労働者の待遇との間において、パートタイム・有期雇用労働者と
通常の労働者の「職務の内容」、「職務の内容・配置の変更の範囲（人材活用の仕組みや運用な
ど）」、「その他の事情」のうち、その待遇の性質及び目的に照らして適切と認められるものを
考慮して、不合理と認められる相違を設けてはなりません。
いかなる待遇差が不合理なものであり、いかなる待遇差は不合理なものでないのか、原則となる
考え方と具体例を示す指針「同同一一労労働働同同一一賃賃金金ガガイイドドラライインン」が策定されています。

（（３３））教教育育訓訓練練ににつついいてて（（第第11１１条条））

①通常の労働者と職務の内容が同じパートタイム・有期雇用労働者の場合、その職務の遂行に必要
な能力を付与する教育訓練は、通常の労働者と同様に実施しなければなりません。
②その他の教育訓練（例えばキャリアアップのための訓練など）については、そのパートタイム・
有期雇用労働者の職務の内容、成果、意欲、能力、経験などに応じて実施するよう努めなければ
なりません。

（（４４））福福利利厚厚生生施施設設ににつついいてて（（第第11２２条条））

事業主は、通常の労働者に対して利用の機会を与える福利厚生施設（給食施設、休憩室、更衣室）
については、パートタイム・有期雇用労働者に対しても、利用の機会を与えなければなりません。

（（５５））賃賃金金((基基本本給給、、賞賞与与、、役役付付手手当当等等))のの決決定定ににつついいてて（（第第１１００条条））

事業主は、通常の労働者との均衡を考慮しつつ、その雇用するパートタイム・有期雇用労働者の職
務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験等を勘案し、その賃金（基本給、賞与、役付手当等）
を決定するよう努めなければなりません。
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（詳しくはこちら）
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000190591.html

◆労働契約法第20条を統合
労働契約法第20条がパートタイム・有期雇用労働法第８条に統合されました。
パートタイム・有期雇用労働法第8条は私法上の効力のある規定であり、同条に違反する待遇
の相違は無効となり、損害賠償が認められ得るものと考えられます。同条に違反する場合で
あっても、同条の効力により、パートタイム・有期雇用労働者の待遇が通常の労働者と同一
になるものではないと考えられます（個別の事案によります）。

（（２２））差差別別的的取取扱扱いいのの禁禁止止（（第第９９条条））
事業主は、職務の内容、職務の内容・配置の変更の範囲（人材活用の仕組みや運用など）が通常
の労働者と同じパートタイム・有期雇用労働者については、すべての待遇について、パートタイ
ム・有期雇用労働者であることを理由とした差別的取扱いをしてはなりません。

◆「待遇」とは、基本給、賞与、役職手当、食事手当、福利厚生施設（給食施設、休憩室、
更衣室）、教育訓練、休暇などの、すべての待遇をいいます。

◆「その他の事情」には、職務の成果、能力、経験、事業主と労働組合との交渉の経緯など
が考えられます。
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３ 事業主が講ずる措置の内容等の説明（第14条）

（１）事業主は、パートタイム・有期雇用労働者を雇い入れたときは、速やかに実施する雇用管理の改
善措置の内容を説明しなければなりません。

（２）事業主は、その雇用するパートタイム・有期雇用労働者から求めがあったときは、その待遇を決
定するに当たって考慮した事項を説明しなければなりません。

◆説明義務が課せられる事項
不合理な待遇差の禁止（第８条）、待遇の差別的取扱い禁止（第９条）、賃金の決定方法（第
10条）、教育訓練（第11条）、福利厚生施設（第12条）、通常の労働者への転換を推進する
ための措置（第13条）

4 通常の労働者への転換（第１３条）

事業主は、通常の労働者への転換を推進するため、その雇用するパートタイム・有期雇用労働者につ
いて、次のいずれかの措置を講じなければなりません。
①通常の労働者を募集する場合、その募集内容を既に雇っているパートタイム・有期雇用労働者に周知する。
②通常の労働者のポストを社内公募する場合、既に雇っているパートタイム・有期雇用労働者にも応募機会
を与える。
③パートタイム・有期雇用労働者が通常の労働者へ転換するための試験制度を設けるなど、転換制度を導入
する。

5 相談のための体制の整備（第１6条）

事業主はパートタイム・有期雇用労働者からの苦情を含めた相談に応じる窓口等の体制を整備しなけ

ればなりません。
※パートタイム・有期雇用労働者から苦情の申出を受けたときは、自主的な解決を図るよう努めなけ
ればなりません（第22条）。
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◆説明義務が課せられる事項
待遇の相違の内容及び理由、労働条件の文書交付等（第6条）、就業規則の作成手続き（第7
条）、不合理な待遇差の禁止（第8条）、待遇の差別的取扱い禁止（第9条）、賃金の決定方法
（第10条）、教育訓練（第11条）、福利厚生施設（第12条）、通常の労働者への転換を推進
するための措置（第13条）

◆待遇の相違の説明に当たっては、職務の内容等が説明を求めたパートタイム労働者・有期雇用労
働者に最も近いと事業主が判断する通常の労働者との間で待遇差の内容・理由を説明することに
なります。資料を活用し、口頭により説明することが基本となります。

（３）事業主は、パートタイム・有期雇用労働者が（２）の求めをしたことを理由として、解雇その他
不利益取扱いをしてはなりません。
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R３.6

厚生労働省 大阪労働局・安全課

大阪における令和２年の休業４日以上の死傷災害8,726件

のうち2,095件が転倒災害となっています。

また、社会福祉施設においては、休業4日以上の死傷災害

948件のうち、転倒災害が287件発生しています。なお、転

倒災害の約7割が休業30日以上となっています。
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転倒 死傷災害件数

災害事例（転倒災害）

社会福祉施設 休業4日以上死傷災害件数（労働者死傷病報告より）

死傷災害は、新型コロナウイルス感染症の罹患による労働災害
の発生も相まって大幅に増加、転倒災害は高止まりしています。

(年)

転倒災害防止対策のポイント

・居室から廊下に出た際、床が清掃後で濡れており転倒した。

・トイレにおいて、利用者に突然前から押され、転倒した。

・浴室の溝掃除で、蓋が開いており、その蓋につまずいて転倒した。

・脱衣所でモップ引きをしたが、残っていた水に滑って転倒した。

・配膳中、食器乾燥機の電源コードにひっかかり転倒した。

・馬の遊具を使用した集団遊び中、バランスを崩して転倒した。

・利用者が転倒しそうになり、支えようとしたところ一緒に転倒した。

・両手に道具を持って階段を降下中、階段を踏み外して転倒した。

・来客があり、急いで対応しようとしてバランスを崩して転倒した。

・夜勤で室内が暗かったのでバランスを崩して転倒した。

□床清掃後は、確実な拭き取りを実施すること。

□水を使う作業場所では、耐滑性のある作業靴を履くこと。（耐滑性の靴は、

水だけではなく、踏ん張りも効くので、バランスを崩したときにも効果がある）

□施設内は急いでいても、走らないこと。

□両手に荷物を持っての歩行は、バランスを崩しやすいので、階段では禁止すること。

□通路、作業場所に適切な照度を確保すること。

□電気のコードの配線処置を確実に行うこと。

□利用者への意識集中により周りが見えなくなることから、忙しい時ほど落ち着いて作業すること。

□利用者の不意な動作による介助中での転倒災害対策は、過去の施設内での事例収集を行い、情報を

共有し、介助中の危険予知を行い、事故があるかもしれないと身構えることが必要であること。

転倒による死亡災害事例
平成30年6月 男性 60歳代

デイサービスの利用客を各自宅へ

迎えに行くため、駐車場へ車をとり

に向かっていたところ、スロープ

（傾斜角10度）において転倒した。
発生件数

令和２年 転倒災害での休業日数別割合

4日～14日

18.8%

15日～29日

13.6%

30日～59日

29.6%

60日以上

38.0%

今日も一日ご安全に

労働災害を防止するため、大阪労働局 安全課が

作成したリーフレットです。作業者の方が見える場
所に掲示をお願いします。

転倒

○転倒災害は、災害の種類別で最も多い

労働災害！

○休業１か月以上が６割超！

○死亡災害も発生しています！

○特に高年齢者で多く発生！

転倒災害の特徴

転倒災害は、大きく３種類に分け

られます。皆さまの職場にも似たよ

うな危険はありませんか？


